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1.序論 
 
1.1 研究背景 
 
 
	 四方を海に囲まれた日本はその領海と排他的経済水域を合わせた海域の合計
面積が世界第 7 位の約 447 万 km2 であり，世界有数の広さである（U. S. 
Department of State，International Boundary Study, 2009）．日本を取り囲む海は東
シナ海，日本海，太平洋，オホーツク海など多様な流動構造を有している．さ
らに，日本は複雑な海岸地形を有し，海岸線の総延長距離は，世界第 6 位の約
35000km である（国土交通省, 海岸統計，2016; U. S. Central Intelligence Agency, 
The Factbook, 2009）．日本の資源，防災，環境，国際政治・安全保障等の課題
の多くが海に関連しているのは世界的に見ても広大な海域，海岸を有するが所
以である．例えば，アジア大陸と日本列島に囲まれた日本海にはスルメイカ等
の水産資源，天然ガス，メタンハイドレートなどの海底資源が豊富に存在する．
北緯 39-42 度にかけて日本海を横断する対馬暖流第 3 分枝流の一部を構成して
いる極前線（亜寒帯前線）の消長が水産資源や日本沿岸における急潮，漂流ゴ
ミの分布に大きく影響し，極前線の変動パターンのメカニズムの解明が急がれ
ている（Kidokoro et al., 2010; 内山ら, 2015）．また，瀬戸内海では，陸域から
の生活排水などの環境負荷や赤潮や貧酸素水塊の発生，漁業生産量の低迷など
の課題解決のため，海水循環を適切に評価する必要がある．瀬戸内海は豊後水
道と紀伊水道を介して外洋からの変動シグナルが内部の流動構造の形成に多大
な影響を与えており，太平洋四国沖を流れる黒潮の変動を的確に捉えることが
瀬戸内海流動構造把握に対して重要となる（内山ら, 2012）．一方，東シナ海で
は沖縄本島を含む琉球諸島周辺海域では豊かなサンゴ礁生態系が形成されてお
り，当該海域のみならず地球環境保全の観点からその保護が強く望まれている．
東シナ海では琉球諸島西岸沖約 200 km の東シナ海大陸棚斜面に沿って北上す
る黒潮暖流の影響を強く受けることが知られておりサンゴ浮遊幼生や栄養塩な
どの輸送，生態系ネットワークの形成に対して，黒潮の波及効果を正確に把握
し，定量化することが重要である（例えば，灘岡ら，2006）．上記の例のよう
に，日本を取り囲む海域ごとに特異な流動特性を持った陸棚域，沿岸域の海洋
流動構造を把握する海洋アセスメントは水産資源，海底資源，国防，防災，気
象など，様々な観点から我が国にとって重要となる． 
 海洋アセスメントに対して，数値シミュレーションは強力なツールとなる．
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日本近海では海洋アセスメントを目的とした海洋モデル用いた研究が精力的に
行われている．例えば，2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災に伴う東京
電力福島第一原子力発電所事故の際，事故直後, モニタリングや現地観測によ
る放出された放射性物質による海洋汚染状況の把握は困難であった．そのため，
事故直後の放射性物質放出量推定や海洋汚染状況の把握に対して海洋モデルを
用いたアプローチが行われ，重要な役割を果たした(例えば，Tsumune et al., 
2012; Masumoto et al., 2012; Estournel et al., 2012)． 
	 海洋には直径 100-300km 程度のメソスケール渦（中規模渦）が数多く分布
している．メソスケール渦は海洋中の運動エネルギーの大部分を占め (Ferrari 
and Wunsch, 2009), その強い混合作用を通じて, 熱塩循環, 運動量輸送, 物質輸
送など, 全球規模の物質循環や海洋生態系の消長に対して大きな役割を担って
いることが知られており, それらによって引き起こされる海洋構造の変動は気
候変動に対しても影響を与えている(Nencuoli et al., 2010). また，北太平洋亜熱
帯旋廻に含まれる西岸境界流である黒潮は熱塩輸送などを通じて日本近海の沿
岸環境に強く影響を与えている．この黒潮流路変動に対してもメソスケール渦
の衝突が大きく影響していることが知られている(例えば，Usui et al., 2004)．
一方，最新の衛星観測結果から，これらメソスケール渦に加え，渦と渦が互い
に干渉して形成された幅狭な筋状構造を有する流れや，微小渦など 1−50km ス
ケール程度の規模の微細な現象が世界中の様々な海域で捉えられており(例え
ば，Le Traon et al., 2008), これらの現象を総称してサブメソスケール現象と呼
んでいる．近年，このサブメソスケール現象に関する理解が深まりつつあり，
その特性として，大気によって海面冷却が引き起こされる寒冷期に強化される
混合層内で活発化し，その挙動には強い鉛直流を伴うことが明らかになってい
る(例えば，Sasaki et al., 2014)． 
	 このようなサブメソスケール現象に伴う微細な渦や鉛直流による強い混合作
用によって海洋表層と海洋内部との熱交換，動植物プランクトンや CO2 など
の物質循環が引き起こされるなど，海洋循環にサブメソスケール現象が少なか
らぬ役割を担っていると考えられ始め，そのメカニズムの解明が求められてい
る．従って，海洋アセスメントを行う上では，メソスケール渦や黒潮などの大
規模循環構造とサブメソスケール渦の影響を合理的に考慮できるように海洋モ
デルを高精度化しておくことが重要な課題となっている． 
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1.2 研究目的，論文の構成 
 
 
	 本論文では，海洋アセスメントシステムへの高解像度モデルの適用性を検討
することを目的とする．具体的には，サンゴ礁の保全，放射性物質による海洋
汚染状況の把握の観点から海洋アセスメントの必要性に迫られていた琉球諸島
周辺海域及び東北地方太平洋沿岸海域を対象にし，領域海洋モデル(ROMS; 
Shchepetkin and McWilliams, 2005, 2008)を用いた 2 段階のネスティングにより
水平解像度 1km まで細密化したサブメソスケール渦解像海洋モデリングシス
テムを開発する．次いで，モデル出力と現地観測・衛星データとの比較を行い，
モデル海況場の再現性を評価する．さらに，これらのモデル出力結果を用いて
黒潮暖水波及や海洋中放射性物質輸送についてサブメソスケール現象に伴う渦
混合効果に着目した解析を行い，定量化することを目的とする．最後に上記で
得られた知見を生かし，現業海洋アセスメントシステムへのサブメソスケール
渦解像海洋モデルの適用先として日本原子力研究開発機構が開発した緊急時海
洋環境放射能評価システム，STEAMER (Short-Term Emergency Assessment 
system of Marine Environmental Radioactivity, Kobayashi et al., 2017)への ROMS ダ
ウンスケーリングシステムへの導入を検討する． 
	 本論文の構成は以下のようになっている. 第 2 章では琉球諸島周辺海域を対
象にした海洋シミュレーションを行い，熱をトレーサーとしてサブメソスケー
ル渦に伴う水平混合効果を評価する．第 3章では福島県沖海域を対象とした海
洋シミュレーションを行い，海洋中放射性物質に対するサブメソスケール渦や
それに伴う鉛直流による混合効果を評価する．第 4 章では日本原子力研究開発
機構による STEAMER を対象にサブメソスケール渦解像モデルの現業海洋ア
セスメントシステムへの適用性の検討を行う．最後に，第 5 章では結論を述べ
る．また，本論文で用いる海洋循環モデル，海洋拡散モデルの基礎方程式につ
いては付録を参照されたい． 
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2.琉球諸島周辺海域におけるサブメソスケール現象
に伴う黒潮暖水波及効果について 
 
2.1 序説 
 
 
	 サンゴ礁は，多様な海洋動植物に好適な生息環境を提供しており，海洋生
態系にとって非常に重要である．サンゴ礁が全海洋面積を占める割合はわずか
0.1%未満であるが，全海洋生物のおよそ 25%がサンゴ礁に生息している(例え
ば，Spalding et al., 2001)．またサンゴ礁は観光業や漁業などを通じて莫大な経
済効果をもたらしていると試算されている．Cesar et al. (2003) によるとサンゴ
礁によって観光業では 96 億米ドル，漁業では 57 億米ドル，沿岸保護では 90
億米ドルなどを含め，年間約 298 億米ドルの利益を人類にもたらしている．同
様に日本においても年間約数千億円規模の経済効果をもたらしていると試算さ
れている．特に，日本の亜熱帯地域にである東シナ海 (Figure 2.1) の琉球諸島
は，太平洋とインド洋の境界の最北端に生態学的に豊かなサンゴ礁を有してい
る．この豊かなサンゴ礁生態系は，世界有数の生物多様性ホットスポットとし
て知られ，地球環境保全の観点からもその保護が強く望まれている． 
	 海水温はサンゴの生育にとって最も重要な因子の一つであることが知られて
いる．サンゴ礁が生息できる環境水温帯域は狭く，ほとんどのサンゴは 16-
18℃を下回る水温では数週間も生存できない．高水温もまた、サンゴの成長に
深刻な影響を及ぼし、サンゴ白化につながる可能性がある．サンゴの白化は，
サンゴの死を意味し，共生する藻類にも致命的である．このような理由から，
一般的にサンゴの生息域は 30°N-30°S 間の緯度帯に制限されている． 
	 琉球諸島周辺海域は，東シナ海の 25°N-30°N に位置しており，サンゴの生
息可能域の北限にあたる．西岸境界流である黒潮は，本海域を含む東シナ海の
琉球諸島西岸沖約 200 km の陸棚斜面に沿って北東方向へ流れている. 既往の
研究 (灘岡ら, 2006) によると，黒潮流路と琉球諸島間の海域では黒潮反流や
中規模渦がしばしば生じ，それに伴う移流効果によって黒潮暖水波及を強く受
けることがある．このような，黒潮による暖水波及効果は，サンゴ浮遊幼生や
栄養塩の輸送に重要な役割を果たしており，この効果によって生息可能域の北
限を押し広げ，琉球諸島周辺海域ではサンゴ礁が発達していると考えられる．
したがって，サンゴ浮遊幼生や栄養塩などの輸送，生態系ネットワークの形成
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に対して，黒潮の波及効果を正確に把握し，定量化することが重要である． 
	 北太平洋亜熱帯旋廻の主要な西岸境界流である黒潮は台湾東沿岸から東シナ
海に流れ込む．黒潮は台湾海峡から北東方向へ転じ，琉球諸島沖を大陸棚斜面
に添って流れる (Qiu, 2001). 黒潮は暖かく塩分豊富な熱帯水を緯度方向へ輸送
する役割を果たす(例えば	 Ichikawa and Beardsley, 1993; Ichikawa and Chaen , 
2000; Imawaki et al., 2001; Johns et al., 2001; Andres et al., 2008; Yang  et al., 2011)
だけでなく，東シナ海の気候変動にも影響がある(例えば， Xu et al., 2011; 
Sasaki et al., 2012)ことが知られている．例えば，沖縄本島を対象にした衛星観
測及び，100 を超える地点での現地連続観測を用いた水温の測定結果を用いた
研究(Nadaoka et al., 2001)から黒潮暖水によって沖縄本島西海岸に高海表面水温
域が形成されていることを示している． 
	 これまでに，東シナ海における黒潮の影響と物理的プロセスを対象にしたい
くつかのモデル研究が行われている．例えば，Guo et al. (2003)は，本海域を含
む東シナ海を対象に POM(Princeton Ocean Model; Blumberg and Mellor, 1987)を
用いた 3 段ネスティング海洋モデリングを実施し，空間解像度の向上に伴って
黒潮流路や海洋鉛直構造の再現性が向上することを示した．また Usui et al. 
(2008)は MRI.COM(Meteorological Research Institute Community Ocean Model; 
Usui et al., 2006)を用いて，高気圧性のメソスケール渦同士の衝突によって前線
波が生じることを示している．本海域の琉球諸島西側陸棚斜面上における黒潮
流路変動は，南西部の台湾沖などと比較して小さいことが知られており（例え
ば Qiu et al, 1990）, 島嶼群への黒潮の蛇行による接岸に伴う直接的な波及は起
こりにくく，このようなメソスケール渦は黒潮と琉球諸島間の質量輸送，熱輸
送に重要な役割を果たしていることが考えられる． 
 近年の研究結果から O (10 km) 程度以下のサブメソスケール現象が海洋表層
の平均流，乱流，物質分散などに与える影響について理解が深まりつつある
（例えば，Boccaletti et al., 2007; Badin et al., 2011; Callies et al., 2015; Kunze et al., 
2015; Kamidaira et al., 2017;  内山ら, 2012, 2103a; 上平ら, 2016）. Capet et al. 
(2008) は Regional Oceanic Modeling System (ROMS; Shchepetkin and McWilliams, 
2005, 2008)を用いたカリフォルニア海域を模した idealize な高解像度数値実験
を行った．その結果，サブメソスケール渦はフロントジェネシスを通じて生じ，
表層境界層で強い鉛直流を伴っていることを示した．サブメソスケールの擾乱
や混合，それに伴う物質輸送を検討可能なサブメソスケール渦解像モデリング
には多段ネスティング手法(Marchesiello et al., 2003; Penven et al., 2006; Mason et 
al., 2010)が成功の鍵である．例えば，Romero et al. (2013)は米国カリフォルニ
ア州サンタバーバラ海峡を対象とした水平解像度 75m の 4 段ネスティング高
解像度 ROMS モデリングを行い，Lagrangian 中立粒子追跡を実施した．また，
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Uchiyama et al. (2014)は，南カリフォルニア湾のサンタモニカとサンペドロ湾
を対象とした下水流出を模した Eulerian passive tracer 追跡を Romero et al. 
(2013)と同様の 4 段ネストダウンスケーリングモデルで行った．両者の結果は
どちらもサブメソスケール現象によって沿岸付近での中立粒子，トレーサー分
布の岸沖方向，沿岸方向の異方性，分散性が強化されることを示している．こ
れらに加えて，日本近海の黒潮のような西岸境界流，アメリカ東部の Gulf 
stream の続流域でのサブメソスケール現象に着目した研究がいくつか行われて
いる(例えば, Sasaki et al., 2014; Gula et al., 2014)．しかしながら，琉球諸島周辺
海域での海表面のダイナミクスや物質(黒潮暖水，栄養塩，サンゴ浮遊幼生)分
散，輸送に対するサブメソスケール渦の影響について検討された例は少なく，
未解明な部分が多い． 
	 また，この海域は，常時安定流路を取る黒潮の東側に島嶼群が位置するとい
う点で非常にユニークである．本海域の地形は黒潮のフロントと地形性シアに
よる傾圧不安定や順圧不安定を励起する可能性があるため，サブメソスケール
渦の発達に好適な条件を有していると推察される．すなわち，琉球諸島という
明確な幾何的境界条件の影響を受けて，南カルフォルニア湾の島嶼群で報告さ
れた island wake(例えば，Dong and McWilliams, 2007)のような独特の乱流場が
形成される可能性が予見される． 
	 そこで本章では，琉球諸島周辺海域を対象に，3 次元変分データ同化を組み
込んだ日本近海海況再解析・予報システム  JCOPE2（Japan Coastal Ocean 
Predictability Experiments, Miyazawa et al., 2009）を最外側境界条件に，気象庁
による気象予測モデル GPV-GSM (例えば, Roads, 2004) 及び MSM (例えば, 
Isoguchi et al., 2010)を風応力に用い，領域海洋循環モデル ROMS を用いた 2 段
階のネスティングにより水平解像度を約 10 km à 3 km à 1 km と順次細密化
したダウンスケーリングを行い，黒潮の波及効果を解析し得るサブメソスケー
ル渦解像海洋モデリングシステムを開発する．さらに，琉球諸島周辺海域にお
けるサブメソスケール渦混合の構造について，渦度および熱フラックスに関す
る解析を行い，黒潮系水塊の波及効果を定量に評価することを目的とする． 
	 以下，2.2では，2010–2013年 までの再解析実験の計算条件を示す．2.3では
モデル出力と現地観測・衛星データとの比較を行い，黒潮流路，運動エネルギ
ー，黒潮流路上の鉛直断内の密度構造などに関する再現性を評価する．2.4では，
渦度に着目したダウンスケーリング効果を評価する．2.5では，渦運動エネルギ
ー収支解析を用いて，サブメソスケール渦発達メカニズムを考察する．2.6では
eddy heat flux解析を行い，黒潮系水塊の波及効果を定量に評価する．2.7では，
本章の結論を述べる． 
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2.2 計算条件 
 
 
	 Figure 2.1 に JCOPE2 領域に入れ子状に配置された 2 段階の ROMS ネステ
ィングモデル領域を示す. Table 2.1 に ROMS 計算条件を示す．JCOPE2 は，3
次元変分データ同化手法によって，衛星観測データ，現地観測データ，アルゴ
フロートデータ等，様々な観測データを同化に用いた北西太平洋を対象とした
海洋再解析値である．JCOPE2 では海面高度 (SSH) ，水温 (T) ，塩分 (S) ，
及び水平流速の日平均値を配信している．本研究では，水平解像度 1/12o（約
10 km）の JCOPE2 再解析データ（1 日平均値）を時空間内挿して初期条件・
最外側境界条件とし ROMS-L2（水平解像度 1 km）まで順次ダウンスケーリン
グを行う．日本南西の東シナ海および北太平洋の一部を内包する中解像度モデ
ル ROMS-L1（水平解像度 3 km）では，水平解像度 1/12o（約 10 km）の
JCOPE2 再解析データ（1 日平均値）を時空間内挿して初期条件・最外側境界
条件とし，琉球諸島周辺海域を対象とした高解像度モデル ROMS-L2（水平解
像度 1 km）では，ROMS-L1 出力の日平均値を時空間内挿して境界条件として
与え，1-way offline nesting (Mason et al., 2010) によって順次ダウンスケーリン
グを行った．ROMS-L1 領域は 2304×2304 km であり，ルソン島海峡や台湾海
峡から流入する黒潮の影響を捕らえるため広く設定している．ROMS-L2 領域
は 832×608 km であり，鹿児島県奄美大島から沖縄県八重山諸島に至る琉球諸
島を内包するように設定している．鉛直解像度は ROMS-L1，ROMS-L2 モデ
ルはともに 32 層（σ 座標）としている．ROMS-L1 に含まれる中国の大河川，
長江(年間流量, 838–907km3,  例えば, Dai et al., 2009) 流量については，Dai et 
al.（2009）による月平均気候値を与え考慮した．ROMS-L1 および ROMS-L2
では，海底地形には水平解像度約 1 km の SRTM 30 Plus (SRTM: Shuttle Radar 
Topography Mission; Rodriguez et al., 2005; Becker et al., 2009)，各種海面フラッ
クスには COADS(Comprehensive Ocean–Atmosphere Data Set; Woodruff et al., 
1987)の気候値の月平均値，海表面温度（SST），海表面塩分（SSS）には
JCOPE2 の 20 日平均値をそれぞれ用いた．L1 における海上風については，
2005/1/1-2007/12/31 までは QuikSCAT-ECMWF ブレンドデータ(Bentamy et al., 
2006)の日平均値を，2008/1/1 以降は気象庁 GPV-GSM データの日平均値を与
えた．さらに，黒潮の流路変動パターンを JCOPE2 のものと大局的に整合させ
るため，JCOPE2 の塩分と水温の 10 日平均値に対して簡易的な 4 次元同化
(TS-nudging，nudging strength = 1/20 day-1；例えば，内山ら，2012; Marchesiello 
et al., 2003) を領域全体に適用した．ROMS-L2 では河川は考慮せず，海上風に
ついては全計算期間で気象庁 GPV-MSM の一時間値を与え，TS-nudging など
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の一切の制御を加えない純粋な forward モデリングを実施した． 
	 また，陸棚や沿岸付近での物質分散や混合には，潮汐よりもサブメソスケー
ル現象による影響が支配的であることが知られている(例えば，Romero et al., 
2013)．本海域においても平均場及び渦場への影響は少ないと考えられるため
潮汐は考慮していない． 
	 ROMS-L2の計算期間は2010年12月27日から2013年9月14までの約33ヶ月間で
あり，スピンナップ期間を除いた2011年3月27日から2013年9月14を解析対象期
間とした．本章で行う，平均値，分散値等を用いる統計解析は基本的にすべて
同じ期間(2011年3月27日から2013年9月14)で行い，例外は都度明言する． 
 
 
2.3 再現性の確認 
 
 
	 本節では，ROMS による結果と JCOPE2 再解析値，現地観測データ及び衛
星観測データとの比較を行う．ダウンスケーリングモデルの精度を確認するた
め，黒潮の影響を強く受ける水深 400 m 以浅の海洋表層で体積平均した運動
エネルギー（KE）の時系列を調べる（Figure 2.2）．解析領域は 3 つのモデル
(JCOPE2, ROMS-L1, ROMS-L2)とも ROMS-L2 領域で統一しており，結果には，
黒潮の影響が最も反映されていると考えられる．3 つのモデルによる KE の季
節変動パターンは酷似している．JCOPE2 は複数の衛星高度計データ，ARGO，
および現地観測データと同化されているため，その結果は現実的であると考え
られる．よって JCOPE2 と類似した傾向を示す 2 つの ROMS モデルは，表層
近傍の渦活動を精緻に再現していると考えられる．高解像度モデルである
ROMS-L2 の KE は JCOPE2，ROMS-L1 よりもやや大きな値を示しており，各
モデル間で季節性，メソスケール現象の再現性を維持しつつ，高解像化によっ
てサブメソスケール現象の再現性が向上したことが示唆される．この結果は，
TS-nudging によって JCOPE2 の 3 次元密度場に対して弱く緩和している
ROMS-L1 では nudging 項が黒潮の挙動を精緻に再現する適切な KE 散逸をさ
せる役割を果たしていることを示している．先行研究から，緩和なしでは KE
レベルを過大評価し，それによってメソスケール変動が必要以上に励起され，
黒潮の流路が非現実的に大きく変動することを確認している (内山ら, 2012). 
一方 ROMS-L2 ではこの ROMS-L1 を境界条件としているため，TS-nudging な
どの制御を与えることなく良好な黒潮変動を再現している． 
	 黒潮などの平均場，メソスケール変動強度の再現性を確認するため，ROMS
結果と AVISO（衛星海面高度計データ，水平解像度約 1/4o, 例えば，Le Traon 
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et al., 1998）との比較を行う．Figure 2.3a は，ROMS（L2 on L1），JCOPE2，
AVISO による解析期間全体に対して平均された表層流速の絶対値を比較した
ものである．周囲より流速の大きい箇所が黒潮の流軸であり，三者ともほぼ同
様の黒潮流路パターンを示している．AVISO の海表面流速は ROMS，JCOPE2
よりやや小さな値となっている領域もあるが，AVISO は海面高度から算出し
た地衡流速であるため，また低解像度であり黒潮によるシャープな海面高度勾
配やフロント構造が表現できないため，表層流速をやや過小評価したものと考
えられる．一方，ROMS-L1 では 20oN, 120oE 付近において，ルソン海峡から
南シナ海への黒潮の流入を過大評価しており，JCOPE2 や AVISO では見られ
ない蛇行や剥離渦が見られる．しかし，このルソン海峡での蛇行に伴う黒潮の
侵入がたびたび生じていることが観測及びモデルを用いた研究(例えば，
Centurioni et al., 2004; Miyazawa et al., 2004)のどちらでも報告されているため起
こりうる可能性がある．また，ルソン海峡は本章解析領域(ROMS-L2 領域)か
ら十分離れているため，琉球諸島周辺海域において ROMS は平均的な黒潮流
路を精緻に再現していると結論付ける．さらに，黒潮蛇行や渦に伴うメソスケ
ール，総観スケール時間変動強度の指標として，SSH 分散を比較する（Figure 
2.3b）．ROMS による SSH 分散は全体的に AVISO と同程度の大きさを示し，
重要な特徴も再現している．例えば，琉球諸島の北西側の黒潮の安定した流路
上では分散が小さく，逆に西向きのロスビー波とメソスケール渦が島の尾根に
衝突し易い南東側では分散が大きい．また，中国大陸沿岸，本州南岸などで分
散値が大きくなる傾向などが一致している． 
	 次に，黒潮流路上の密度構造の再現性を確認するべく，沖縄トラフから東シ
ナ海にかけての海域において気象庁が定期観測線として設定している PN 線
（例えば，Miyazawa et al., 2009. Figure 2.1 の黒太線）における鉛直断面内の水
温・塩分構造を比較する（Figure 2.4）．PN ラインの観測は気象庁による観測
船によって 1972 年から CTD(conductivity, temperature 及び depth)プロファイラ
ーを用いて実施されている．PN ラインは黒潮を横断するように設定されてい
るため，黒潮の密度構造や流量の再現性確認にしばしば用いられる．ROMS-
L2 による計算値の季節平均値と観測結果の季節平均気候値は水温，塩分とも
に分布形，混合層深さ，躍層水平勾配などについて良好に一致している．なお，
ここでは ROMS-L2 に対する夏期の結果のみを示したが，各季節および
ROMS-L1 についてもほぼ同様の再現性を確認している(図は省略)．Table 2.2
に各季節における PN ライン通過流量のモデル及び観測値間の比較を示す．観
測値による通過流量は季節平均水温，塩分データに基づいた等密度面の勾配か
ら推定した地衡流速から求めた水深 1000m までの値である．モデルによる値
は非地衡成分を含んでいるため，観測値によるものよりもやや大きい値を示し
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ている．一方で，モデルによる通過流量は，夏の増加や秋の減少など，観測で
見られた季節変動を精緻に捉えている．さらに TS-nudging を施していない高
解像度 ROMS-L2 による通過流量は，同化を施している低解像度の JCOPE2 や
ROMS-L1 よりも観測値により近い値を示している．これは ROMS-L2 では黒
潮流路周辺のサブメソスケールの水平混合とそれに伴う KE 散逸が黒潮の流量
を適切に調整したものと推察される． 
	 再現性の確認結果を要約すると，本章の 2 段ネスト ROMS モデルは黒潮の
3 次元的な流動構造とメソスケールの挙動を十分に再現していることが確認さ
れた． 
 
 
2.4 ダウンスケーリング効果 
 
 
	 水平解像度 1km の ROMS-L2 はサブメソスケール渦解像モデルであるが，
ROMS-L1，及び JCOPE2 はサブメソスケール渦許容モデルである(例えば, 
Capet et al., 2008a, 2008b, 2008c)．よって ROMS-L2 ではダウンスケーリングに
よる高解像度化に伴い，より小さなスケールのフロントや渦が再現され，渦構
造が変化していることが予想できる．ダウンスケーリングによる渦構造への影
響を検討するため，各モデルによる表層渦運動エネルギーEKE の空間分布を
比較する（Figure 2.5 a-c）．EKE は次式で求められる． 
𝐾! = !! (𝑢!! + 𝑣′!),                    (2.1) 
ここで，(u, v) :緯度及び経度方向の水平流速，上付きバーはアンサンブル平均
操作(時間平均操作), プライムを付した変数は季節変動成分(90 日以上の周波数
成分)を除去した渦成分を表す．沖縄本島を含む亜熱帯海域や黒潮続流域では
大部分の渦の生存期間は 10 週間以下である (例えば内山ら, 2017) ため，季節
変動成分を除去することで渦による変動の大部分を抽出することが可能である．
ここでは流速に対して Reynolds 分解を行い，周波数ローパス Butterworth フィ
ルターを用いて季節変動成分を除去した高周波成分を渦成分と定義する．
Figure 2.5 a-c を見ると解像度の向上に伴って EKE が著しく増大する傾向が見
てとれる．特に黒潮流路上や沖縄本島東側近傍で大きな EKE が見られる．こ
の原因を探るために，EKE の増大と密接に関連する海表面での無次元相対渦
度 ζ / f (ただし，ζ：相対渦度の鉛直成分， f：惑星渦度)の日平均値の分布を比
較する(Figure 2.5 d-f）. 無次元渦度は vortical Rossby 数としても知られ，非地
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衡成分が卓越する時，値が 1 を超える．いずれのモデルも黒潮によるシアによ
って，流軸を中心として西側に正の渦度が，東側に負の渦度が出現している．
特に ROMS による結果は黒潮流軸から 1°程度離れた地点で微細で強い渦が発
生している．また，Figure2.5 a-c において EKE が強化されている領域と渦度
の強い領域が一致している．さらに，高解像度化によって低解像度モデルでは
再現することができなかった直径が数 km から数十 km 程度のサブメソスケー
ル渦が多数出現し，しかも著しく強化されている様子が明示されている．また，
琉球諸島側である黒潮流軸東側に出現する高気圧性の負の渦度が広範囲で発達
しており，流軸西側で発達する低気圧性の正の渦度の領域と同程度以上になっ
ている．黒潮を中心として島嶼群近傍で渦度の負のバイアスがみられ，解像度
向上に伴って再現される渦が増える ROMS-L2 モデルで最も顕著な傾向を示す． 
	 海洋表層ではζ + f < 0 の条件下では慣性不安定が，ζ + f − S < 0（S：strain 
rate）では高気圧非地衡流不安定が生じるため，北半球では負の相対渦度が維
持されにくいことが知られている．したがって，負の渦度の発達は本海域にお
ける特徴的な現象であると考えられる. そこで渦度の正負のバイアスを定量的
に評価するため，沖縄本島西側海域に検査線 AA’を設定し（Figure 2.5f 内黒
線），解析期間全体にわたって出現渦度をカウントし，流軸横断方向座標に沿
ったζ / f 強度に関する PDF（確率密度関数）を求める．検査線 AA’は常時安
定流路をとる黒潮流軸横断方向に設定するべく，緯度方向から 35°傾けて定義
した．Figure 2.6 では全てのモデルによる PDF において，黒潮流軸に対称的な
分布が見られている．一方，流軸の西側では流軸から離れると PDF ピークは
ζ / f → 0 に集中するが，流軸東側，すなわち沖縄本島側では流軸から離れて
も PDF ピークはζ / f < 0 に現れることから，この海域でより多くの負の渦度
が発生していることが分かる．この負のバイアスは高解像度モデルであるほど
顕著であり，PDF ピークはより強い負値に現れ，ζ / f の PDF 分散幅も大きい．
また，沖縄本島寄りの PDF テール部の勾配が緩やか（あるいは逆勾配）とな
ることから，ROMS-L2 ではより強い負の渦度が本島近傍にまで出現している
ことが分かる．したがって，黒潮流路と沖縄本島に挟まれた海域では負の渦度
が維持されやすい機構が存在することが明らかになった．この負の高気圧性渦
は主にサブメソスケール渦であって，非地衡流的性質を持つものの，地球自転
の効果を強く受けて発達した渦であるため，陸境界から離れた外洋域であれば
慣性不安定等の影響を受けて維持されにくい．この黒潮流軸に対する渦度非対
称性は，解析地域の渦生成機構を特徴づけるユニークな構造であり，琉球諸島
付近のリッジ地形及び常時安定流路をとる黒潮暖水に伴うフロント構造が密接
に関連していることが推察される．  
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2.5 エネルギー収支解析 
 
 
	 渦運動エネルギー(Ke)の転換率は不安定や渦成分と平均成分の相互作用の同
定にしばしば用いられる．(例えば, Marchesiello et al., 2003; Dong et al., 2007; 
Klein et al., 2008). Ke の時間発展方程式は次式で表される(Harrison and Robinson, 
1978)． 𝜕𝐾!𝜕𝑡 = 𝐾!𝐾! + 𝑃!𝐾! + 𝐴𝐾! + 𝜀 
 
(2.2) 
KmKe は平均運動エネルギー(Km)から渦運動エネルギー(Ke)への転換率を示し，
KmKe が正値をとるとき，順圧不安定，鉛直シア不安定によって不安定化した
平均流から渦が生成され EKE が増大する．PeKe は変動ポテンシャルエネルギ
ー(Pe)から渦運動エネルギー(Ke) への転換率を示し，PeKe が正値をとるとき，
傾圧不安定によって EKE が増大する．AKe は平均流，渦，圧力等による Ke の
移流を表し，Ke の空間分布に寄与するが総量には影響を与えない．ε は消散項
である． Ke の増加は主に KmKe と PeKe を通じて行われるため，本章では，こ
の 2 成分を EKE の時間変化に対する主たるソースとして着目する．各転換率
は次式で表される． 
𝐾!𝐾! = −(𝑢!𝑢!  !!!" + 𝑢!𝑣!  !!!" + 𝑢!𝑤!  !!!"  + 𝑣!𝑢′  !!!" + 𝑣!𝑣′  !!!" + 𝑣!𝑤′  !!!"),   (2.3)𝑃!𝐾! = − !!! 𝜌!𝑤!             (2.4) 
	 ここに，x, y, z は座標，w は鉛直流速，ρ は海水密度，ρ0 = 1027.5 kg m−3 は基
準密度，g は重力加速度である．ROMS-L2 による KmKe, PeKe, EKE の混合層積
分値を Figure 2.7a-c に示す．ROMS で使用される，K-Profile Parameterization 
(KPP) モデル (Large et al., 1994)によって推定された領域内の平均的な混合層
深さは約 50m である．混合層積分 PeKe は解析領域全体で正値を示し，特に黒
潮流軸近傍と島嶼群がある黒潮流軸東側で高い値を示している．この PeKe 分
布はこれらの領域で渦生成において傾圧不安定が寄与していることを示してい
る．一方，黒潮に由来するシア不安定に関連した KmKe は黒潮流軸を中心に東
西で正負のシグナルが切り替わる軸対称的な分布を示している(Figure 2.7a)．
混合層積分 EKE を見ると両転換率が高い値を示した領域で同様に EKE が強化
されている．また，正の高 PeKe 分布が黒潮東側から琉球諸島まで広がってい
るのに対して，正の KmKe は黒潮流軸東側のごく近傍及び島嶼群周辺に散見さ
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れる．Figure 2.8 に検査線 AA’ での KmKe, PeKe, EKE の混合層積分値を示す．
Figure 2.7a-c と同様，検査線 AA’上のほぼ全ての広い範囲で PeKe は KmKe より
も高い正の値を示し，傾圧不安定が表層の渦生成の支配的メカニズムであるこ
とを示唆している．この傾向は高い EKE が広く分布していた黒潮流軸東側で
顕著である．したがって，Figure 2.5f で示した黒潮流軸東側での負の渦度は黒
潮と琉球海嶺地形および島嶼群による地形性シアと黒潮フロントでの傾圧不安
定の相乗的な影響を受けて活性化していたことが示唆された．また，黒潮西側
では傾圧不安定が渦生成の強化に寄与する一方，水平シアによって渦度生成が
抑制され，結果として表層の正の渦度の発達が抑制されていたことが示唆され
た． 
	 次に亜表層でのエネルギー収支を評価する．Figure 2.7d-f は黒潮の影響が及
ぶと考えられる表層から水深 1200m まで鉛直積分した ROMS-L2 による KmKe, 
PeKe, EKE を示す．黒潮流軸付近では高い正の KmKe, PeKe の分布が見られ，
EKE も大きい．加えて，琉球諸島東側海域でも亜表層で PeKe が強化されてい
る．これは黒潮の分枝流である琉球海流(例えば, Kawabe, 2001; Andres et al., 
2008)による影響であると考えられる．この高い PeKe は琉球海流起源の亜表層
の暖水を島嶼群へ輸送する水平混合を誘発する可能性が考えられる．Figure 
2.9 に検査線 AA’での KmKe, PeKe, EKE，流速の鉛直断面図を示す．平均流速分
布から，黒潮は陸棚斜面に寄りかかかるような断面構造を形成し，水深 600 m
付近まで比較的流速が大きく, 0.2 m/s 以上を示し，表層下の深くまで黒潮の影
響が及んでいる．EKE 分布を見ると，混合層内部の値が大きく，特に表層で
発達するサブメソスケール渦によって陸棚縁から沖縄本島近傍まで広く EKE
が大きくなっており，高い正の KmKe, PeKe の分布が見られた領域と一致してい
る．混合層以深では高い EKE は陸棚斜面近傍の表層から水深 400m までに限
定されている．混合層以深の黒潮流路は東側で陸棚斜面に強く圧迫され強い流
速シアを励起し，その結果，高い正の KmKe が生じている．これは地形性の渦
生成に伴うシア不安定と関連している．また，傾斜した黒潮の中心付近では，
大きな正の PeKe と大きな負の KmKe が混合層下水深 600m まで同時に形成され
ている．Figure 2.10 に ROMS-L2 による日平均無次元渦度鉛直成分の断面内分
布及び水深 400m での水平分布を示す．Figure 2.10(a) から表層付近では沖縄
本島側での負の渦度が卓越すること，陸棚斜面近傍の表層および亜表層では，
水深 500m 付近まで正の渦度が発達することが確認される．この正の渦度は直
径約 50km の低気圧性サブメソスケール渦が亜表層において発生することを示
唆するものである．Figure 2.10(b)から低気圧性渦が陸棚斜面から剥離するよ
うに準周期的に発生する様子が伺える．これらの結果から，地形性シアと傾圧
不安定の相互作用によって表層付近では高気圧性のサブメソスケール渦が，亜
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表層では低気圧性のサブメソスケール渦が発生していることが示唆される． 
 
 
2.6 eddy heat flux 解析 
 
 
	 黒潮に伴う強い負のサブメソスケール渦は，その強い混合作用によって黒潮
系暖水塊の沖縄本島西海岸への波及を促進していることが予想される．そこで，
その効果を定量的に見積もるため，熱をトレーサーとして海洋表層における水
平渦混合を評価することを試みる． 
	 時間平均，鉛直積分された熱（温位）輸送方程式は次式のように表される
(例えば，Marchesiello et al., 2003). 
 
!!!!" + !!!!"!!! 𝑑𝑧 + !!!!!!" + !!!!!!"!!! 𝑑𝑧 + [𝑄 𝑇 + 𝐷(𝑇)]!!! 𝑑𝑧 = 0,   (2.5) 
 
ここに，T：温位，Q：海表面熱フラックス，D：サブグリッドスケールの熱拡
散フラックスであり，左辺第 1 項は平均移流フラックス，第 2 項は渦輸送フラ
ックスを表す．ここでは第 2 項に着目し，渦成分による Reynolds 拡散フラッ
クスを渦熱輸送フラックス（eddy heat flux，以下 EHF）F =（Fx, Fy）として評
価する．EHF は次式のように表される． 
 
F = （Fx, Fy）=（𝜌!𝐶!𝑢!𝑇′， 𝜌!𝐶!𝑣′𝑇′）,                 (2.6) 
 
ここに，Cp：比熱容量（4000 J/kg/℃）である．本研究ではさらに，EHF ベク
トルに対して Helmholtz 分解を適用する（例えば，Aoki et al., 2013）．k を鉛
直単位ベクトル，ψ を流れ関数，φ を速度ポテンシャルとすれば， 
 
F = k ×∇ψ +∇φ ≡ rEHF + dEHF,                       (2.7) 
 
となる．右辺第一項は EHF ベクトル回転成分（rEHF と呼称），第二項は EHF
 17 
ベクトル発散成分（dEHF と呼称）である．（2）式の発散をとれば，直ちに
以下の Poisson 方程式が得られる． 
 
∇ 2 φ =∇・F                           (2.8) 
 
境界条件を∇φ・n = 0 として（2.8）を解けば，各成分を数値的に求めること
ができる．ただし，n は水平境界に直交する単位ベクトルである． 
 Figure 2.11a-c に ROMS-L2 による混合層積分した EHF, rEHF, dEHF ベクトル
示す．カラーは EHF 各成分の黒潮流軸直交方向成分の大きさを示しており，
南東方向（沖縄本島方向）への熱輸送を正としている．rEHF の結果から黒潮
流軸に沿った北東方向への渦による熱輸送と島嶼群付近での再循環的な南西方
向の渦による熱輸送が見られる．島嶼群近傍の黒潮流軸と逆方向の渦熱輸送は，
黒潮反流として知られる(例えば，Qiu and Imasato, 1990)メソスケールの時計回
り循環流に起因するものであると推察される．一方，混合層積分 dEHF は，黒
潮流軸に直交する渦熱輸送の寄与を評価しており，島嶼群への水平渦熱輸送を
明示している．Figure 2.11c を見ると，表層での輸送方向は黒潮流軸対称に反
転しており，黒潮系暖水が東シナ海陸棚方向および琉球諸島方向へ輸送されて
いることを表している．黒潮の東側では, 島嶼群へ熱輸送がより強く反対側の
北西方向の熱輸送は相対的に弱い．この黒潮流路と琉球諸島西海岸の間の海域
での熱輸送は，明らかに周辺海域で発達する高気圧性渦に起因するものである 
(第 2.4 節参照). Figure 2.11d-f は表層から水深 1200m までの鉛直積分された
EHF 各成分を示している．全体的な傾向は Figure 2.11a-c で示す混合層積分値
と類似しているが，その詳細は異なっている．EHF と rEHF は主に黒潮流軸方
向に生じており，領域の南西隅に位置する石垣島で主要な輸送が分岐し，沖縄
本島東側を流れる琉球海流による EHF 分枝流を形成している．これらの分枝
流は沖縄本島などの島嶼群近傍に存在しており，琉球諸島への黒潮の影響は部
分的にこの琉球海流にによってもたらされている．dEHF においては暖色系カ
ラーで示される黒潮から島嶼群へ向かう渦熱輸送が表層よりも弱化し，琉球諸
島東側海域では琉球海流に伴う南東向きの熱輸送が生じている．これらの結果
から，表層では dEHF が黒潮暖水を島嶼群に輸送する一方で亜表層では異なっ
た熱輸送プロセスを生じていることを示唆している． 
	 Figure 2.12 は検査線 AA’での平均水温，水温分散，dEHF(東方向，沖縄本島
への輸送が正)の鉛直断面分布を示す．平均的水温躍層と混合層は沖縄本島か
ら東シナ海に向かうにしたがって浅くなっている(Figure 2.12a)．さらに，黒潮
流軸中心付近の表層暖水塊が膨張し，東シナ海陸棚方向，沖縄本島方向の両方
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向へ平均的水温躍層が浅くなっている．水温勾配の最大値は陸棚斜面に寄りか
かった黒潮流軸の中心近傍で形成されている．黒潮流路構造にともなう検査線
直交方向の流速に対応する温度風平衡によって傾斜水温躍層が形成されている．
一方，正の dEHF は主に黒潮流軸東側の混合層近傍に限定されて分布している
が，負の dEHF は西側で陸棚斜面に沿った水深 400m に及ぶ舌状構造を形成し
ている(Figure 2.12c)．水温分散(Figure 2.12b)は dEHF や EKE が高い分布を示
す領域で同様に強化されている．興味深いことに，水温分散は東シナ海陸棚の
平均的な混合層底部付近で強化されており，水温躍層の時間変動によって水温
分散が強化されている可能性がある． 
	 鉛直断面における混合層内で鉛直積分された dEHF（Figure 2.13）を見ると，
活発な渦熱輸送が混合層内及びその近傍で誘発され，緯度方向の黒潮暖水輸送
が引き起こされていることが示唆されている．dEHF 絶対値は黒潮流軸（黒太
線）に対して西側よりも東側で高い値を示している．一方，水温分散の最大値
は黒潮と陸棚斜面間の負の dEHF 舌状構造が形成される領域で現れている．斜
面亜表層での地形性渦生成(Figure 2.10) がこの負の dEHF 舌状構造を促進し，
その結果，黒潮底部から東シナ海へ輸送される暖水を介して西向きの熱輸送が
引き起こされていることがわかる．これらのプロセスの結果として，水平渦熱
輸送は，黒潮流路に対して非対称に生じている． 
 
 
2.7 結論 
 
 
	 本章では，東シナ海の琉球諸島周辺海域を対象に，3 次元変分データ同化を
組み込んだ JCOPE2 を最外側境界条件に ROMS を用いた 2 段階のネスティン
グによりサブメソスケール渦解像海洋モデリングシステムを開発し，渦による
黒潮の波及効果を解析した．現地観測データや衛星データとの比較を通じてモ
デルによる黒潮の三次元流動構造の良好な再現性を確認した．水平解像度 1 
km の ROMS-L2 は TS-nudging などの同化を一切行っていないが，メソスケー
ル構造を精緻に再現していることを実証した．また，高解像度モデル
（ROMS-L2）では，解像度の向上に伴い，黒潮流軸の両側海域においてサブ
メソスケール渦の顕著な発達が見られた．黒潮流軸横断方向に設定した検査線
での表層相対渦度の PDF 解析から，琉球諸島側である黒潮流軸東側では，出
現する負(高気圧性)の渦度が広範囲で発達しており，流軸西側で発達する正(低
気圧性)の渦度の領域と同程度以上になる負のバイアスがあることが示された．
流軸西側で発達する正の渦度の発達は主に黒潮流軸付近に限定され，黒潮流軸
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から東シナ海陸棚に向かうに従って，渦度の出現ピーク値は 0 を示し，流軸東
側のような渦の発達は見られなかった．これらの結果から，黒潮暖水流路と琉
球諸島西海岸の間の海洋表層では，東シナ海陸棚斜面と琉球海嶺間の狭窄な水
路状地形の拘束によって地形性シアが強化され，負のサブメソスケール渦が卓
越していた可能性が示唆された． 
	 傾圧不安定，順圧不安定に着目した渦運動エネルギー収支解析の結果から，
黒潮東側の海表面での高気圧性渦及び黒潮西側の亜表層の低気圧性渦は明らか
に黒潮の影響を受けたシア不安定，傾圧不安定の相互作用によって発達してい
た．逆に，黒潮流軸付近に現れる順圧不安定による負の転換率は，表面近傍の
黒潮の水平シアによって低気圧性渦を抑制していることを示唆している．これ
らの結果として生じる表層 EKE もまた黒潮流軸に対して非対称性を有し，黒
潮東側で高 EKE 分布が発達していた．しかしながら，混合層下の亜表層では
表層と異なるエネルギーバランスが見られた．亜表層の順圧不安定による転換
率はシェルフブレイク近傍で大きく，斜面近傍で正値を示す一方でその東側で
は負値を示し，傾圧不安定による高い正の転換率と競合していた． 
	 Eddy heat flux 解析結果から渦混合によって黒潮由来の暖水の黒潮横断方向
への輸送が促進されていることが分かった．EHF ベクトルに対して Helmholtz
分解を適用し，EHF を回転成分である rEHF,と発散成分である dEHF に成分分
解を行った．分解によって得られた回転成分 rEHF から黒潮主流方向とメソス
ケールの黒潮反流に伴う時計回り循環流方向の熱輸送が捉えられた．一方，発
散成分 dEHF によって黒潮流軸直交方向の渦に伴う琉球諸島への熱輸送を評価
した．表層での輸送方向は黒潮主流域を境に反転しており，黒潮系暖水が渦に
よって東シナ海陸棚方向および琉球諸島方向へ輸送されていることを表してい
る．dEHF は黒潮流軸に対して西側よりも東側で高い値を示すことから，海洋
表層混合層内で発達する負のサブメソスケール渦によって黒潮から島嶼群方向
へ向かう強い熱輸送が励起されていることが示唆された．EHF の分布には渦
運動エネルギー転換率と同様，混合層と亜表層で違いが見られ，強い水深依存
性があった．水深積分された EHF と rEHF による熱輸送は主に黒潮流軸方向
に生じているが dEHF による黒潮流軸横断方向の熱輸送は表層近傍で著しく強
化されていた．しかし，黒潮流路から陸棚斜面に沿って沖縄本島方向の亜表層
へ向かって発達する「負の dEHF 舌状構造」が形成されており，亜表層の黒潮
暖水が斜面に沿って東シナ海方向へ湧昇している可能性が示唆された．渦運動
エネルギー収支解析の結果からこの「負の dEHF 舌状構造」の形成には，傾圧
不安定とシア不安定の相乗的な効果によって生じた亜表層の渦に起因すること
が示唆された．これらの亜表層の渦は，活発な低気圧性のサブメソスケール渦
として東シナ海陸棚斜面地形から剥離するように生じていた． 
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	 本章では，琉球諸島周辺海域に形成された豊かなサンゴ礁を有する多様な生
態系に対して黒潮暖水の力学的流入が少なからぬ影響を及ぼしていることを明
らかにした．本章のモデル結果から黒潮系暖水塊は少なくとも次の 3 通りのプ
ロセスによって島嶼群に輸送されることを示した．1) 表層近傍での渦に伴う
水平混合による黒潮横断方向の熱輸送, 2) 黒潮反流に伴う時計回り循環流によ
る熱輸送, 3) 琉球海流による亜表層の熱輸送，である．本章は，主として東シ
ナ海陸棚斜面でのサブメソスケール渦に伴って生じる熱輸送である 1) のメカ
ニズムに焦点を当てた研究である．他の 2 つのプロセスに至る詳細なメカニズ
ムを解明のため，更なる解析が求められる (例えば，内山ら, 2016)． 
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第 2 章図表 
 
 
Table 2.1. Computational configurations for the ROMS-L1 and ROMS-L2 models. 
Models L1 L2 
Computational period 1/1/2005-9/14/2013 12/27/2010-9/14/2013 
Grid cells 768× 768 (×32 layers) 832×608 (×32 layers) 
Horizontal grid resolution 3.0 km 1.0 km 
Baroclinic time step 240 sec 60 sec 
Surface wind stress 
QuikSCAT-ECMWF 
 (daily, till 12/31/2007) JMA GPV-MSM 
(hourly)  JMA GPV-GSM  
(daily, 1/1/2008 and later) 
Surface flux COADS (monthly climatology) 
SST and SSS to restore JCOPE2 (20-day averaged) 
Major river discharges               
(Yangtze River) 
monthly climatology  ⎯ 
Boundary/Initial condition JCOPE2 (daily) ROMS-L1 (daily) 
TS nudging JCOPE2(10-day averaged) ⎯ 
Topography SIO SRTM30_Plus 
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Table 2.2. Seasonally averaged volume flux in Sverdrup across the PN Line from the 
in situ observations, JCOPE2, ROMS-L1, and ROMS-L2 models. 
 Spring Summer Fall Winter 
observation 
JCOPE2 
ROMS-L1 
ROMS-L2 
26.4 
30.0 
27.8 
27.9 
26.9 
32.9 
29.5 
29.2 
25.1 
31.4 
27.4 
27.3 
26.0 
31.0 
29.2 
28.0 
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Figure 2.1. Double-nested ROMS model domains and bathymetry (color: m). Left: the 
ROMS-L1 and L2 domains embedded in the JCOPE2 domain. Right: a zoomed-in 
region of the ROMS-L2 domain. Black thick line indicates the JMA PN Line transect. 
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Figure 2.2. Time series of the volume-averaged surface (z > −400 m) kinetic energy 
from the ROMS-L1 (red), ROMS-L2 (blue), and JCOPE2 (black) models. The abscissa 
indicates the elapsed time in days since December 27, 2010, UTC. 
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Figure 2.3. Plan view plots of: (a) time-averaged surface velocity magnitude and (b) 
SSH variance. Top: AVISO data, middle: JCOPE2, and bottom: ROMS-L2 on L1. 
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Figure 2.4. Seasonally averaged temperature (left) and salinity (right) for spring from 
JMA observations (upper panels) and ROMS-L2 (lower panels) in the vertical section 
along the PN Line.  
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Figure 2.5. Left panels—surface eddy kinetic energy (EKE), Ke, from: (a) JCOPE2, 
(b) ROMS-L1, and (c) ROMS-L2. Right panels—instantaneous spatial distributions of 
surface vorticity normalized by planetary vorticity, ζ/f (dimensionless) on January 7, 
2012 from: (d) JCOPE2, (e) ROMS-L1, and (f) ROMS-L2. The black line in (f) 
indicates transect AA’ for the cross-sectional plots. 
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Figure 2.6. Probability density functions of the normalized relative vorticity at 2 m 
depth along transect AA’ (see Fig. 2.5f) from: (a) JCOPE2, (b) ROMS-L1, and (c) 
ROMS-L2 models, as a function of distance from Okinawa Island (km). The black 
lines are the mean Kuroshio axes.  
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Figure 2.7. Left panels: (a) barotropic conversion rate, KmKe, (b) baroclinic conversion 
rate, PeKe, and (c) EKE, Ke, integrated vertically over the mixed layer from the ROMS-
L2 model results. Right panels: same as the left panels, but integrated vertically from 
the surface down to 1200 m depth. The gray contours represent surface velocity 
magnitude >0.5 m/s with intervals of 0.25 m/s. 
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Figure 2.8. Vertically integrated KmKe (red thin line), PeKe (red thick line) and Ke (blue 
line) over the mixed layer from ROMS-L2 along the transect shown by the black line 
in Fig. 2.5f. The black line indicates the mean position of the Kuroshio axis. 
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Figure 2.9. Cross-sectional plots of: (a) barotropic conversion rate, KmKe, (b) 
baroclinic conversion rate, PeKe, and (c) EKE, Ke, from the ROMS-L2 model. The 
corresponding transect is shown by the black line in Fig. 2.5f. The white lines are the 
mean mixed-layer depth estimated from the KPP model in ROMS. The black contours 
represent the mean streamwise velocity normal to the transect. 
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Figure 2.10. (a) Cross-sectional plot of normalized relative vorticity ζ/f on January 7, 
2012, along transect AA’ (shown by the black line in Fig. 2.5f). The white line is the 
mixed-layer depth estimated from the KPP model. (b) Normalized relative vorticity ζ/f 
in the horizontal plane at z = −400 m on January 7, 2012. 
 
 39 
 
Figure 2.11. Eddy heat flux (EHF) vectors vertically integrated (left) over the mixed 
layer and (right) from the surface to depth of 1200 m, superposed on the across-
Kuroshio component of the labeled EHF (in color). (upper) total EHF, (middle) 
rotational component, rEHF, and (lower) divergent component, dEHF. The gray 
contours are surface velocity magnitude >0.5 m/s with intervals of 0.25 m/s. 
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Figure 2.12. Cross-sectional plots of: (a) mean streamwise velocity normal to the 
transect (contours) and mean temperature (color), (b) temperature variance, and (c) 
across-Kuroshio component of the divergent eddy heat flux, dEHF (eastward positive 
toward the islands) from the ROMS-L2 results, along the transect shown by the black 
line in Fig. 2.5f. White line shows the mean mixed-layer depth estimated from the KPP 
model. 
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Figure 2.13. Vertically integrated dEHF (eastward positive toward the islands) over 
the mixed layer from ROMS-L2 along transect AA’ (as shown in Fig. 2.5f). The black 
line indicates the mean position of the Kuroshio axis.  
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3. 東京電力福島第一原子力発電所から放出された放
射性核種のサブメソスケール渦混合解析 
 
3.1 序説 
 
 
	 2011 年 3 月 11 日 14:46 に発生したマグニチュード 9.0 の東北地方太平洋沖
地震に伴う巨大津波は，東北地方に甚大な被害をもたらした（例えば，Mori et 
al., 2011）．東京電力福島第一原子力発電所（FNPP1）では、津波の浸水高が
15m に達した．その後，原子炉の冷却システムが大きく損傷し，3 回の炉心融
解と水素爆発が起こった．その結果，大量の放射性物質が FNPP1 から大気・
海洋環境中に偶発的に放出された (Nuclear Emergency Response Headquers，
Japan，2011)． 
	 事故直後，放出された放射性物質の正確な観測は非常に困難であったため，
様々な専門機関がモデリングによるソースターム推定を試みた．例えば，日本
原子力研究開発機構は，事故による大気，海洋への放射性物質放出量の時空間
変動をofflineの移流拡散モデルを用いて推定した．日本原子力研究開発機構の
川村らは、2011年3月21日から4月30日までのセシウム137 (137Cs ; 半減期=30.17
年 ， 例 え ば  National Institute of Standards and Technology, 
https://www.nist.gov/pml/radionuclide-half-life-measurements-data) の海洋直接放出
の総量は約4 PBqであると推定した（Kawamura et al., 2011）．この結果は，
Tsumune et al. (2012) によるモデルを用いた推定値とよく一致している．また，
日本原子力研究開発機構の堅田らは，2011年3月12日から5月1日までのFNPP1か
らの137Csの大気放出量を約14.5 PBqと推定した（Katata et al., 2015）．この結果
は他の研究によって報告された推定値と一致している（Aoyama et al., 2016a; 
Inomata et al., 2016 ; Tsubono et la.,2016）． 
	 FNPP1から福島県沖周辺陸棚海域に漏洩した放射性核種，特に溶存態137Csの
海洋表層での分散メカニズム及び濃度分布に重点を置いたモデルアセスメント
が実施されている．例えば，Miyazawa et al. (2012)はJCOPE2 をベースとした水
平解像度1/36°(~3km) の領域循環モデルとEulerian passive tracerモデルを用いて
FNPP1から直接放出された溶存態137Csを対象にした海洋分散再解析を行った．
Miyazawa et al. (2012) では海表面137Csの分散メカニズムに関して，海上風，潮
汐，河川流入に着目した感度実験を行った．その結果，海上風に励起された陸
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棚波による流れが陸棚での緯度方向の濃度分布形成に大きな影響を及ぼしてい
たことを示唆した．また，Estournel et al. (2012) は可変格子モデルSYMPHONIE 
(Marsaleix et al., 2009, 2012) を用いて，FNPP1からの距離に比例して水平解像度
が600mから5.5kmまで変化する福島沖海洋モデリングを実施し，大気から海表
面に沈着した137CsとFNPP1からの直接漏洩による137Csを放出源として与えた海
洋分散数値実験を行った．彼らは海上風の重要性に加え，河川からの淡水流入
により表層の低密度の水と下層の高密度の水が分離されることによって沖方向
への137Cs輸送が促進されていた可能性を示唆した．さらに，Masumoto et al. 
(2012) は上記の2モデルを含む水平解像度が600mから3kmまでの，5つの異なる
領域海洋モデルの出力結果を用いた海洋中137C分散のモデル間比較を実施した．
これらの5つのモデルの結果は定性的には概ね一致していたが，その詳細な輸
送プロセスに大きな違いが見られた．モデル化された表層溶存態137Csの分布は
水平のgrid解像度に大きく依存しており，水平解像度1kmより粗い解像度のモデ
ルでは，岸沖方向の輸送を大いに過大評価する傾向が見られた．対照的に，高
解像モデルでは沿岸捕捉流による沿岸方向の輸送が低解像度モデルで見られた
ような漏洩後即時的に起こる沖への137Cs輸送を抑制し，その後，黒潮や親潮，
それに伴う剥離渦等によって濃度希釈が起こっていたことが再現されていた．
これらのモデル研究からの知見を要約すると，(1)風によって駆動される沿岸捕
捉流 (2) 福島県周辺の河川から流入する淡水による浮力注入，(3) 2011年4月に
FNPP1の南西方向，茨城県銚子沖に発達していた，黒潮続流域から剥離したメ
ソスケール暖水渦の移動に伴う時計回りの循環，(4)沖合での外洋性の黒潮や親
潮が形成する流れ場による濃度希釈，の4つのメカニズムが事故直後のFNPP1由
来137Csの初期分散に大きく影響したことが報告されている． 
	 表層の放射性物質輸送プロセスに比べ，亜表層(水深100m-1000m程度)の三次
元的な輸送プロセスに着目した研究例は少ない．Tsumune et al. (2012, 2013) に
よる高解像度モデル (水平解像度1km) を用いた再解析実験は，他のモデル研
究のベンチマークとして広く利用されており (例えば，Estournel et al., 2012; 
Kawamura et al., 2014) ，放射性物質の濃度分布において最も良好な再現性を示
したモデリング研究の1つと考えることができる．彼らのモデリング戦略には，
ネスティング比が大きい (水平解像度10kmモデルから直接水平解像度1kmモデ
ルにダウンスケーリングしている) ，河川流入を考慮していない，水深1000m
までの地形しか考慮していない，などの簡略化はあるものの，その結果は現地
観測値と比較して鉛直分布も含め，時空間的に概ね一致していた．対照的に，
Kawamura et al. (2014) による水平解像度1/10°のメソスケール渦解像モデルによ
るセシウム134 (134Cs; 半減期=2.07年) 及び137Cs海洋拡散シミュレーションでは
亜表層，特に水深100-500mの濃度分布を過小評価していた．これらの結果から，
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水平解像度が放射性物質の海洋中での三次元的な分布に大きな影響があること
が予想できる． 
	 近年の研究から，海洋表層のダイナミクスや3次元的な物質分散に対するサ
ブメソスケール現象の影響の重要性が指摘されつつあるが (例えば， Boccaletti 
et al., 2007; Badin et al., 2011; Callies et al., 2015; Kunze et al., 2015; Kamidaira et al., 
2017;  内山ら, 2012, 2103a; 上平ら, 2016)，このサブメソスケール現象のオーダ
ーは，水平スケールが0.1-10.0km程度，鉛直スケールが0.01-1.00km程度, 時間
スケールが1時間-数日程度であり(例えばMcWilliams, 2016)，適切にモデルで再
現する水平解像度の限界値は，一般的に1km以下とされている(例えば，Capet 
et al., 2008)．サブメソスケール現象の特性として，その挙動に微小渦や強い鉛
直流を伴い，その混合効果によって海洋循環に大きな役割をもっていると考え
られている．また，サブメソスケール現象には季節性が見られ，特に冬季に発
達する．これは冬季には混合層が厚くなるとともに，海面冷却が起こり，海面
近くの傾圧不安定と対称不安定が励起されるためである (例えば，Sasaki et al., 
2014; Thomas and Taylor, 2010)．FNPP1事故は冬季から春季への切り替わりであ
る3月初旬に起きたため，溶存態137Csの三次元的な混合及び分散に対するサブ
メソスケール現象による大きな影響があったことが予想される． 
	 多段ネスティングの超高解像度ダウンスケーリング海洋モデル(水平解像度
75m)を用いた先行研究 (Romero et al., 2013; Uchiyama et al., 2014) では， 
Eulerian passive tracerやLagrangian中立粒子の分散特性について検討を行い，サ
ブメソスケール現象によって，沿岸付近でその異方性が強化されることを示し
ている．サブメソスケール現象には強い鉛直流，非地衡二次流(Ageostrophic 
Secondary Circulations; ASCs)が伴うことが，近年の観測，シミュレーションを
用いた研究どちらでも示されている(例えば, Pollard and Regier, 1992; Mahadevan 
and Archer, 2000; Lévy et al., 2001; Pérez et al., 2003; Nagai et al., 2006, 2012; Capet 
et al., 2008)．運動エネルギーのメソスケール成分，サブメソスケール成分はど
ちらも地衡成分が卓越する(例えば，Sasaki et al., 2014)．しかし，準地衡理論に
よると鉛直流は流れの地衡成分よりもむしろ非地衡成分に依存する．温度風平
衡の関係は基本的にフロント直行方向の運動量の平衡を仮定するが，この関係
はサブメソスケールのフィラメントやフロントが発達する混合層では破綻する．
Gula et al. (2014) は地衡成分と鉛直運動量の混合を考慮した乱流温度風平衡を
提案した．乱流温度風平衡では非地衡二次流などの混合層内のフロント直行方
向の流れが適切に表現される．つまり，サブメソスケール現象はフロント (フ
ィラメント) 方向の地衡性の流れとフロント (フィラメント) 直行方向の非地
衡二次流で構成され (例えば，Mcwilliams, 2016) 後者が鉛直的な物質輸送や混
合に重要なのである．非地衡二次流は高密度の冷水フロント及びフィラメント
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による表層の収斂した水塊からの下降流とその周辺の湧昇で構成されている 
(Mcwilliams et al., 2016)． Mahadevan and Tandon (2006) は水平浮力勾配の時間
的な増加によって引き起こされるフロントジェネシスを通して混合層内の非地
衡二次流が生じていることを示した．フロントジェネシスは多くがメソスケー
ル渦の側面で生じているため，表層境界層で非地衡二次流とメソスケールの鉛
直流が互いに影響しあい，鉛直混合を強化すると考えられる．Tsumune et al. 
(2012, 2013) ではサブメソスケール現象に着目していなかったが，彼らの水平
解像度1kmのモデリング実験結果から，放射性物質の，特に原発周辺沿岸域で
の三次元的な濃度分布の再現にとって，サブメソスケール渦解像モデリングが
成功の鍵であると考えられる．しかしながら，FNPP1から放出された放射性物
質の福島沖沿岸での3次元的な混合メカニズムに対するサブメソスケール現象
の影響に関する詳細な研究は観測，モデル双方の分野で未だ行われていない． 
	 そこで本章では，サブメソスケール渦解像海洋拡散モデリングシステムを構
築し，福島県沖沿岸域での事故起源放射性物質の初期分散特性に対するサブメ
ソスケール現象の影響に関して定量的な把握を試みた．具体的には，3次元変
分データ同化を用いた北太平洋を対象にした海況再解析・予報システム 
Multivariate Ocean Variational Estimation for the Western North Pacific (MOVE-
WNP; Usui et al., 2006 水平解像度約1/10°)を初期条件・境界条件とし，領域海洋
モデル (ROMS; Shchepetkin and McWilliams, 2005, 2008) をベースとした2段階
のネスティングにより， MOVE-WNP→ROMS-L1(水平解像度約3km)→ROMS-
L2(同1km)へと順次細密化していく．ROMS-L1の海上風は気象庁による Grid 
Point Value of the Global Spectral Model (GPV-GSM; e.g., Roads, 2004)を用い，
ROMS-L2にはMesoscale Model (GPV-MSM; e.g., Isoguchi et al., 2010)を用いた．
サブメソスケール現象を精緻に再現できる水平解像度1kmのROMS-L2を本章で
は解析の主対象とする．次いで，日本原子力研究開発機構によって開発された
放射性物質に特化した差分型の海洋拡散モデル，SEA-GEARN-FDM (Kawamura 
et al., 2014)を用いて事故起源の放射性物質海洋拡散シミュレーションを行う．
本章では，大気から海表面に沈着した137CsとFNPP1からの直接漏洩による137Cs
を放出源として考慮している．SEA-GEARN-FDMは予め海洋循環モデルにより
計算された海況予報や再解析による海流場を入力値として移流拡散方程式を解
く，offline Eulerian passive tracerモデルである．この機能を利用して，サブメソ
スケール渦解像のROMS-L2とメソスケール渦解像のMOVE-WNPの海況場を用
いた比較実験を行い，137Cs分散特性に対するサブメソスケール現象の効果の定
量化を試みた．FNPP1事故後，海洋中溶存態137Csの観測が精力的に行われてき
ており(例えば，Aoyama et al., 2016a, 2016b; Buesseler et al., 2017; Kaeriyama et al., 
 46 
2016; Kumamoto et al., 2017)，これらの豊富な観測データをシミュレーション結
果の定量的な検証に用いることができる． 
 以下，3.2では，FNPP1事故後，4ヶ月間の再解析実験の計算条件を示す．3.3で
はモデルによる海況場，放射性物質の濃度分布と現地観測データ，衛星観測デ
ータとの比較を行い，モデル結果の再現性の確認を行う．3.4では，エネルギー
収支解析とスペクトル解析を用いて，サブメソスケール現象とそのメカニズム
を考察する．3.5では晩冬から春にかけてのサブメソスケール渦に伴う非地衡二
次流による137Csの鉛直混合への影響を考察する．3.6では考察とまとめを述べる． 
 
 
3.2 計算条件 
 
 
3.2.1 ROMS 
 
 
	 本研究では，ROMSを用いた二段階のネスティングによる東北地方太平洋沖
の海洋循環シミュレーションを行った．ROMSは，静水圧仮定とBoussinesq近似
を組み込んだ自由水面，地形追従，プリミティブ方程式3次元流体力学モデル
である．ROMSの混合層深さ(MLD)，鉛直拡散係数(Ks) は多目的1次元境界乱流
モデル，K-Profile Parameterization (KPP) モデル (Large et al., 1994)で決定される．
Figure 3.1 にMOVE-WNP領域に入れ子状に配置された2段階のROMSネスティ
ングモデル領域を示す．気象庁気象研究所が開発したMeteorological Research 
Institute Community Ocean Model (MRI.COM, Tsujino et al., 2010) をベースにした
海洋3次元変分データ同化システムMOVE-WNPは衛星観測データ，現地観測デ
ータ，アルゴフロートデータ等，様々な観測データを同化に用い，海洋循環モ
デルの力学的整合性を保持しながら現実に近い海況の再現，予報を行うシステ
ムであり，現業分野での実績もある．MOVE-WNPでは海面高度 (SSH), 水温 
(T)，塩分 (S)，及び水平流速の日平均値を配信している．本研究では，MOVE-
WNP (水平解像度約10 km, 1日平均値)を時空間内挿して初期及び側方境界条件
とし，ROMS を用いた1-way offline nesting (Mason et al., 2010; Uchiyama et al., 
2014, 2017a, 2017b) によって中解像度モデルROMS-L1 (水平解像度3 km，格子
数:400×320)から高解像度モデルROMS-L2 (水平解像度1 km，格子数:704×512)へ
と2段階のダウンスケーリングを行った．ROMS-L1領域は1200×960 km，
ROMS-L2領域は704×512 km，であり福島県沖合黒潮続流域を内包している．鉛
直解像度はROMS-L1，ROMS-L2モデルはともに 32層 (σ 座標)としており，海
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底地形にはJ-EGG500 (http://www.jodc.go.jp/data_set/jodc/jegg_intro.html)をShuttle 
Radar Topography Mission product (SRTM30_Plus, Becker et al., 2009; Rodriguez et 
al., 2005)で補完したデータを用いた． 
	 ROMS-L1の海上風には気象庁GPV-GSM 大気再解析データ  (水平解像
0.2°×0.25°) の日平均値を与えた．海面熱，淡水，放射などの各種海面フラック
スにはComprehensive Ocean-Atmosphere Data Set (COADS, Woodruff et al., 1987) 
月平均気候値を与えた．COADSの月平均気候値を与える事による長期的なバイ
アスを緩和するため，海表面水温・塩分にはMOVE-WNPの20日平均値を与え
た ． 領 域 内 の 一 級 河 川 の 流 量 は 日 本 河 川 協 会
(http://www.japanriver.or.jp/publish/book/nenpyou_dvd.htm)の雨量・流量年表デー
タベースから求めた．さらに，黒潮等の水平100km-300km程度のメソスケール
の海洋構造を大局的にMOVEと整合させるため，MOVEの水温・塩分の10日平
均値に対して簡易的な4次元同化（TS-nudging，nudging strength = 1/20 day-1；例
えば，Marchesiello et al., 2003; Uchiyama et al., 2017a, 2017b; Wright et al., 2006）
をL1領域全体に適用した．ROMS-L1の計算期間は2011年1月1日から2011年9月1
日である． 
	 ROMS-L2の初期条件・境界条件にはROMS-L1の12時間平均値を与えた．海
上風には気象庁GPV-MSM 大気再解析データ (水平解像0.05°×0.0625°) の3時間
平均値を与えた．L1と同様に各種海面フラックスにはCOADS月平均気候値を，
海表面水温・塩分にはMOVEの20日平均値を与えた．ROMS-L2では一切の同化
は行わず，4次元同化などの制御を加えないシミュレーションを実施すること
で，サブメソスケールの時空間変動を考慮した．前述のとおり，ROMS-L2には
風応力以外の表面フラックスは, COADSの月平均気候値を与えている．バルク
法などでより詳細に熱収支を評価することで, より現実的なMLDの変動を再現
する可能性はあるが(例えば，Sasaki et al., 2014)，このようなCOADSの月平均気
候値を与える設定はROMSによるサブメソスケール渦解像モデル及びサブメソ
スケール渦許容モデルを用いた研究でしばしば行われる(例えば， Capet et al., 
2008a; Gula et al., 2014; Uchiyama et al., 2017a). また，福島県沖の潮汐は弱く
(Kubota et al., 1981)，物質分散にも影響が少ない(Miyazawa et al., 2012 )ことが先
行研究によって報告されているため，本モデルでは潮汐は考慮していない．ま
た，陸棚や沿岸付近での物質分散や混合には，潮汐よりもサブメソスケール現
象による影響が支配的であることが知られている(例えば，Romero et al., 2013)．
ROMS-L2の計算期間は2011年1月11日から2011年9月1日である．計算開始から
60日間をスピンナップ期間とし，解析から除外する．本章で行う，統計解析は
基本的にすべて同じ4ヶ月間(2011年3月1日から6月30)で行い，例外は都度明言
する． 
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3.2.2 SEA-GEARN-FDM 
 
 
	 SEA-GEARN-FDM を使用し，FNPP1 事故由来の溶存態 137Cs の海洋拡散計
算を行う．Table 1 に SEA-GEARN-FDM の計算条件を示す．溶存態 137Cs の濃
度分布に対する水平解像度による差異を評価するため，MOVE-WNP 再解析デ
ータ及び ROMS-L2 により計算された 3 次元海流データの日平均値を SEA-
GEARN-FDM の座標系である等緯度経度座標系に補間したものを与えた SGF-
M(水平解像度 0.1°≈ 11 km)，SGF-L2(水平解像度 0.01°≈ 1 km)の 2 通りの海洋拡
散計算を行い，相互比較を行う．SGF-L2 の鉛直拡散係数(Ks)は KPP モデル出
力値の日平均値を補間したものを与えた．MOVE-WNP データには鉛直拡散係
数は含まれていないため， SGF-M の鉛直拡散係数は FNPP1 事故に対して予
備感度実験で検討した一定値 Ks = 5×10-4 m2 s-1 とした．対象核種は 137Cs とし，
大気から海表面に沈着した 137Cs と FNPP1 からの直接漏洩による 137Cs を放出
源として与えた(Figure 3.2)．大気から海表面への 137Cs 沈着量は Katata et al. 
(2015) による推定量から日本原子力研究開発機構が開発した WSPEEDI-II
（Worldwide version of System for Prediction of Environmental Emergency Dose 
Information, Terada and Chino, 2008）を用いて大気拡散シミュレーションで計算
した海表面沈着量を 3 時間毎に与えた．FNPP1 から海洋への直接放出量に関
しては，東京電力による海洋モニタリングデータをもとに見積もられた放出量
(Kawamura et al., 2011)を 1 日毎に与えた．海水中の 137Cs の大部分は溶存態と
して存在し，残りの僅かな量が海水中の粒子状物質に吸着された懸濁態として
存在すると考え，海水中の 137Cs は完全に溶存態として存在すると仮定した． 
  
 
3.3 再現性の確認 
 
 
3.3.1 3 次元平均流動場 
 
 
	 ROMSによる流動場の表層ダイナミクス，成層構造，渦強度の再現性を評価
するため，モデル結果と現地観測データ及び衛星観測データとの比較を行う．
衛星海面高度計データAVISO (例えば，Le Traon et al., 1998, 水平解像度約1/4o) 
との比較によって黒潮流路等の表層平均流動場の再現性を確認する．時間平均
された海表面流速の絶対値を見ると (Figure 3.3a-b)，ROMSは黒潮続流域の流
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速の大きさ及び流軸位置 (周囲より流速の大きい暖色系領域) や蛇行パターン
等を良好に再現していることが確認できる．次にメソスケール変動強度の指標
として，SSH分散を比較する(Figure 3.3c-d)．黒潮続流付近や蛇行が見られると
ころに対応してSSH分散が強まるなど，ROMSによるSSH分散はAVISOによる
ものと概ね一致している．次に，黒潮流路上の成層構造の再現性を確認するべ
く ， 気 象 庁 の 調 査 船 ， 凌 風 丸 に よ る XBT-DBT 観 測 値
(http://www.data.jma.go.jp/gmd/kaiyou/db/vessel_obs/data-report/html/ship/crui- 
sedata_e.php?id5RF1107)を用いてFigure 3.1に示す検査線(黒線)における鉛直断
面内の水温構造を比較する．2011年6月6日のROMS-L2モデルとJMA観測による
鉛直断面水温を見ると，分布形，黒潮周辺の36.2°Nから36.8°Nにかけて存在す
る躍層水平勾配などについて良好に一致している(Figure 3.4a-b)．断面方向の流
速の平均値を見ると(Figure 3.4c，コンター)， 36.2oN から 37.2oNにかけて水
深400m付近でも 0.3 m s-1以上である黒潮流路が確認できる．これらの結果から，
黒潮に輸送された亜熱帯の暖水によって36.2oN付近では深い水温躍層が形成さ
れていたことが考えられる．鉛直流速(w)の時間標準偏差を見ると黒潮流路付近
及び黒潮北側の混合層深さ付近で増大している(Figure 3.4c)．次に，KPPモデル
によって見積もられた時間平均Ksを見ると(Figure 3.4d)，黒潮北側の表層付近
でO (10-3 m2 s-1) とバックグラウンド値である深部のO (10-6 m2 s-1)より3オーダー
大きい．これらの結果から，鉛直輸送の移流成分とKsで代表される拡散成分は
どちらも海洋表層では鉛直混合に寄与する可能性があるのに対し，移流成分は
混合層以深及び黒潮付近で重要であると予想される． 
 
 
3.3.2 渦構造 
 
 
	 ダウンスケーリングによる高解像度化に伴い，より小さなスケールのフロン
トや渦が再現され，乱流構造が変化することが考えられる．そこで，各モデル
による表層渦運動エネルギー(EKE)の空間分布を比較する (Figure 3.5a-b)． 
EKE は次式で求められる． 
𝐾! = !! (𝑢!! + 𝑣′!),                     (3.1) 
ここに，(u, v) :緯度及び経度方向の水平流速，上付きバーはアンサンブル平均
操作（時間平均操作），プライムを付した変数は季節変動成分 (90 日以上の
周波数成分)を除去した渦成分を表す．2 章と同様，ここでは流速に対して
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Reynolds 分解を行い，周波数ローパスフィルタを用いて季節変動成分を除去
した高周波成分を渦成分と定義する． 
	 Figure 3.5a-b を見ると，黒潮流路付近で高い Ke が見られるなど，ROMS，
MOVE-WNP は概ね類似した傾向を示し，全体的なパターンの整合性は保持し
ている一方で，解像度の向上に伴って特に黒潮続流域で EKE が著しく増大す
る傾向も見てとれる．ROMS-L2 は密度勾配や流速シアを再現する十分な解像
度を有するため，特に黒潮のフロント付近で Ke の増大が見られたと考えられ
る．また，EKE の増大と密接に関連し，メソスケール渦及びサブメソスケー
ル渦の強度の指標である海表面での無次元相対渦度ζ / f (ただし，ζ：相対渦
度の鉛直成分， f：惑星渦度)の 2011 年 4 月 2 日の日平均値の分布を両モデル
間で比較する(Figure 3.5c-d)． ROMS-L2，MOVE-WNP 両者ともに黒潮続流付
近から正負の O (100 km)のメソスケール渦が生じている．一方で，ROMS-L2
の北側の領域や沿岸域などに見られるように，高解像度化によって低解像度モ
デルでは再現することができなかった O (1–10 km) のサブメソスケール渦が多
数出現し，しかも著しく強化されていることが分かる．ROMS-L2 の Ke の増大
は解像度の向上に伴う多様な大きさ，強度の渦の出現によるものであると考え
られる．このようなサブメソスケール渦は海面冷却と downfront 風が強化され
る冬から春にかけての寒冷期に発達することが知られており(例えば内山ら, 
2013), 事故直後の 137Cs 輸送に対して強い影響を与えたと予想される． 
	 Figure 3.6 に Figure 3.5b に示す FNPP1 沖合に定義した検査線(青線)におけ
る日平均鉛直流速 (w)の断面を見ると，ROMS-L2 では，サブメソスケール現
象に伴う鉛直流の発達が特に混合層内で促進されていることが確認される一方
で，MOVE-WNP の鉛直流速は非常に弱い．冬季から春季にかけて海面冷却な
どの影響によって混合層が深くなり，サブメソスケール渦とそれに伴う強い鉛
直流(非地衡二次流)の発達が混合層内で促進されることが先行研究から示され
ており(例えば, Sasaki et al., 2014) ，これが ROMS-L2 では再現され，事故発生
直後には非地衡二次流が 137Cs 鉛直輸送に対して強く影響していたことが示唆
される．非地衡二次流の発達は特にサブメソスケール渦が発達しやすい沿岸域
や黒潮続流フロントから 1°程度離れた海域で 4 月の下旬まで続くが，それ以
降は混合層が浅くなって非地衡二次流は低減する．この温暖な時期には，サブ
メソスケール現象よりも，黒潮続流フロント周辺におけるシアやサブダクショ
ン，剥離渦，切離渦などのメソスケール現象が 137Cs 鉛直循環を支配している
と考えられる．このようなサブメソスケール現象の季節性については 3.4.3 節
で考察する． 
	 以上の結果から，ROMS によるダウンスケーリングは，MOVE-WNP の黒潮
等を含む総観スケール，メソスケールの海象との全体的なパターンの整合性を
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保持しつつ，高解像度化に伴うサブメソスケールの海象を再現することが可能
である． 
 
 
3.3.3 溶存態 137Cs の濃度分布 
 
 
	 SEA-GEARN-FDM による 137Cs 拡散シミュレーションの再現性を確認するた
め，溶存態 137Cs 濃度の現地観測データとの比較を行う．本章は，FNPP1 事故
直後の初期分散，濃度希釈に主眼を置いているため，沖合の 3 次元的な濃度分
布の比較には，水平分布，鉛直分布ともに最もデータ数の多い 2011 年 6 月に
観測を実施された溶存態 137Cs 濃度観測データ（Buesseler et al., 2012）を用い
る． Figure 3.7 は海表面，水深 100m, 200m における SGF-L2, SMF-M による 
137Cs 濃度の水平分布と Buesseler et al (2012)による観測値(Figure 3.7 内の◯)と
の比較を示している．ここでは，観測されたもう一つの同位体である 134Cs の
検出レベルから FNPP1 事故由来の 137Cs と判断できた観測データのみを使用し
ており，そのデータ数は 87 点である．全体的に両モデルとも観測値と定性的
な一致は見られ，両モデルで共通して放出口付近の岸沿いに高濃度域が広がり，
水深が大きい沖合に向かうに従って，濃度が希釈されている．観測値に対する
SGF-L2, SGF-M 両者の Model skill score (Wilmott 1981, モデル結果が観測値と
完全に一致していれば 1, 全く異なれば 0 を取る)を評価すると SGF-L2 は
0.3494, SGF-M は 0.2917 と高解像モデルでは改善が見られた．3.3.1 節や 3.3.2
節で議論したとおり，ROMS-L2 と MOVE-WNP の平均的な流動場は密接に関
連していたが，137C 濃度分布を詳細に見ると大きく異なっていることがわかる．
SGF-L2 による表層 137C 濃度は沿岸付近や黒潮流路上で SGF-M よりも観測値
に対する再現性が高い．対照的に SGF-M では沖合への輸送がより顕著に見ら
れている．MOVE-WNP による黒潮流路の位置は ROMS-L2 のものより僅かに
ずれており，FNPP1 近傍での強い濃度希釈及び千葉県銚子沖 36.5°N 付近の海
域での過小評価を引き起こしたことが推察される(Figure 3.7a, 3.7d )．水深
100m, 200m でも同様に，SGF-M は仙台湾沿岸付近で非現実的な高濃度の分布
を示しているが SGF-L2 では良好に一致している．先行研究(Aoyama et al., 
2012; 内山ら, 2013b)によると，2011 年 5 月中旬ごろに，茨城県銚子沖合では
高気圧性（時計回り）のメソスケール渦が卓越していた可能性が高く，渦に伴
う沿岸域での北上流によって 137Cs の南下が 5 月末まで抑制されていたと考え
られるが，SGF-L2 でも Aoyama et al. (2012)などで報告されていたこのメソス
ケール渦の発生が確認された．5 月末には低気圧接近によってこのメソスケー
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ル渦が解消され，同時に強い南向き風とそれに伴う岸向き Ekman 輸送によっ
て沿岸域に張り付いた形で強い南下流が生じた結果，137Cs が千葉県銚子市付
近まで輸送されていた可能性が示唆された(Figure 3.8)． 
	 さらに，FNPP1 沖合に設定した検査線(Figure 3.5b, 青線) での SGF-L2, 
SGF-M 両モデルによる 137Cs 濃度の鉛直断面分布を比較する(Figure 3.9)．両モ
デルによる 2011 年 6 月の 137Cs 濃度は，どちらも概ね観測値と一致している
が，SGF-M による濃度分布は沿岸付近で下層への鉛直輸送を過大評価してい
る．この沿岸での高濃度は SGF-M で設定した強い鉛直拡散係数 Ks = 5×10-4 m2 
s-1 に起因するものであると推察される．SGF-M では岸近傍の弱い水平移流と
強い拡散効果によって福島第一発電所付近から放出された濃度は均質的かつ等
方的に広がっている(Figure 3.9b)．一方，SGF-L2 では表層の濃度のピークが
142°E や 143°E に飛地状に発生しており，パッチ状の濃度分布が見られる．こ
れらの結果から，粗い分解能のモデルである SGF-M は再現性の乏しい鉛直流
速を補うため強い鉛直拡散係数を与えているため，拡散に依存した均質的，等
方的な物質輸送が生じていることを示唆している． 
	 観測点での観測値及びモデルによる濃度を比較した散布図(Figure 3.10)を見
ると, SGF-L2, SGF-M 両モデルともに観測値に対して 2011 年 6 月の濃度を僅
かに過小評価している．この原因を探るべく，ROMS-L2 の流動場を用いた
137Cs の大気からの海表面の沈着を考慮せず，海洋直接放出のみを考慮した追
加拡散数値実験(SGF-L2oc)を行った．Figure 3.11 は SGF-L2 と SGF-L2oc の結
果を比較した散布図である．SGF-L2oc の結果は SGF-L2 に比べほとんど濃度
が低下しておらず，Figure 3.10 で見られた 2011 年 6 月の濃度の過小評価に対
して大気放出量の影響は少ないことが示唆される．この過小評価の原因として，
海洋直接放出量を過小評価していたこと，及び SGF-L2 で領域外に出た濃度の
再流入を考慮していないこと等が考えられる．しかしながら，SGF-L2 の 137Cs
の値の大部分が観測値に対してファクター10 内(モデルの値が観測値に対して
1/10 から 10 倍である範囲，Figure 3.10 の点線で囲まれた領域)にあり，特に高
濃度の 137Cs の再現性が SGF-M と比較して明らかな向上が見られる．全ての
観測点(87 点)の観測値に対してモデル出力値がファクター10 内である割合は
SGF-M では 67.8% , SGF-L2 では 71.3%であり，水深 100m 以深にある観測点
(19 点)では SGF-M は 68.4% , SGF-L2 では 73.7%となった．また, すべての観
測点でのモデル値と観測値の相関係数を求めると SGF-M では-0.0841 , SGF-L2
では 0.4991 であった. ここで相関係数(R)は次式で表される. 
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      R = 𝛿!"𝛿!𝛿!         = 1𝑛 𝑥! − 𝑥 𝑦! − 𝑦!!!!1𝑛 𝑥! − 𝑥 !!!!! 1𝑛 𝑦! − 𝑦 !!!!!  
(3.2) 
 
ここで𝑥i はモデル値，𝑦i は観測値，𝛿!: x の標準偏差，𝛿!: y の標準偏差，𝛿!": x
と y の共分散，𝑥: x の平均値，𝑦: y の平均値，n: データの総数である.  
	 以上の結果は，高解像度の SGF-L2 は低解像度の SGF-M に比べて全体的に
濃度の再現性が向上していることを示している．SGF-L2 ではサブメソスケー
ル現象やそれに伴う非地衡二次流を精緻に再現でき，それらに伴うより現実的
な濃度分布を得ることが出来たと推察される．一方で SGF-M の結果は，高解
像モデリングを行わなくとも，バックグラウンドの Ks を調整することで， あ
る程度 SGF-M の濃度分布を改善できる可能性があることを示唆している．濃
度分布に対するサブメソスケール現象の影響を評価するべく，検査線(Figure 
3.5b, 青線)でのサブメソスケール現象が発達する 4 月初旬の 137Cs 濃度の鉛直
断面分布を比較する(Figure 3.9c-d)．SGF-L2 では空間変動性が高い濃度分布を
示し，特に表層では波状の高濃度域が沿岸から沖合にかけて広がり，強い非地
衡二次流によって高濃度の 137Cs が混合層以深まで沈降している．対照的に，
SGF-M では拡散的な輸送が生じており，沿岸近くで高濃度の 137Cs が留まって
いる．したがって，特に事故直後の 2011 年 3 月から 4 月の寒冷期では，サブ
メソスケール現象や非地衡二次流の影響が顕著であったと考えられる．濃度分
布の再現性が SGF-L2 に劣る SGF-M では，低解像度のために考慮出来ないサ
ブメソスケール現象の効果を，Ks を調整することで補っているが，Ks の調整
はモデルに不確実性を導入する結果となってしまう． 
 
 
3.3.4 時間変動 
 
 
	 沿岸付近の濃度の時間変動については 2011 年の 3 月中旬から 6 月末に行わ
れ た 東 京 電 力 に よ る 福 島 第 一 発 電 所 近 傍 の 観 測 デ ー タ
(http://www.tepco.co.jp/en/nu/fukushima-np/f1/index2-e.html) との比較を行う．
Figure 3.12a–c にモデルによる 137Cs 濃度時系列と東京電力による観測値の比
較を示す．観測点は Figure 3.1 に示す福島第一発電所近傍のマゼンタ点で表し
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た 3 点である．全体的に両モデルとも観測値と良好な一致が見られている．
2011 年 3 月 13 日から 6 月 30 日の東電による観測値に対する Model skill score
を取ると SGF-M は 0.1244, SGF-L2 は 0.6930，モデル値と観測値の相関係数は
SGF-M では 0.5568, SGF-L2 では 0.7287 であり, 高解像モデルでは大幅な改善
が見られた．SGF-L2 では Figures 3.6 及び Figure 3.9 で示したような下降輸送
を促進していた数日間に渡る渦とそれに伴う流動場を生じ，結果として濃度の
強い時間変動性を示している．4 ヶ月間の福島第一発電所からの総放出 137Cs
量で無次元化した SGF-L2 領域内の 137Cs のインベントリ(表層から任意の水深
まで積分した 137Cs)の時系列を Figure 3.12d に示す．水深 100m までのインベ
ントリと水深 1000m までのインベントリの値はほとんど同程度であるため，
放出されたほとんどの 137Cs は海洋表層付近に存在していると考えられる．ま
た，SGF-L2 の結果は初期の数週間に放出された 137Cs のうち, 53%が混合層内
に存在することを示している．SGF-M から見積もられたインベントリの量は
4 月末まで SGF-L2 のものより少ない．しかし，4 月 30 日以降，は SGF-M で
は仙台湾近傍の高濃度 137Cs が沖合に輸送されずに沿岸に溜まる傾向があるた
め，そのインベントリは SGF-L2 よりも多くなる．一方で SGF-L2 は開境界か
らの再流入を考慮していないため濃度希釈を過大評価している可能性がある．
SGF-L2 領域で空間平均された KPP による混合層厚の時系列を見ると，時間的
な変動性を示しつつ，晩冬季から夏季への転換期である 4 月から 6 月にかけて
ほぼ線形的に混合層厚が浅くなっている(Figure 3.12e)．Figure 3.12f に SGF-
L2 領域で空間平均された Ke (EKE)の表層から水深 400m 以深までの積分値を
示す．Ke は両モデルともに似た変動傾向を示しているが，解像度が向上し，
微細な構造を捉えられ，時間変動性が増した結果，全体的に ROMS-L2 の Ke
は MOVE-WNP の Ke よりも卓越している．  
	 これらの SGF-L2 の結果(Figure 3.12d-f)からサブメソスケール渦及びそれに
伴う強い鉛直流によって 137Cs が下層に輸送されていたことが予想される．こ
れに伴って，海表面の 137Cs の濃度分布も著しく変動している可能性があるた
め，先行研究で特に精力的に行われてきた海表面付近にのみ着目したモデル結
果と観測値との比較だけではモデル検証やソースターム推定には不十分であっ
た可能性を示唆している．137Cs の鉛直混合は季節的に変化する混合層厚内の
渦及び流れに大きく影響を受けているため，これらを精緻に再現するには本章
のような高分解能のモデルを使用することが必須である． 
モデル検証結果をまとめると，本章では ROMS による 2 段階ネスティング
と SEA-GEARN-FDM を組み合わせたシステムを開発し, FNPP1 事故由来の放
射性核種を対象とした 3 次元的な海洋分散，濃度分布を精緻に再現しているこ
とを確認した．高解像モデルでは低解像度モデルと比較して事故直後の沿岸，
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陸棚付近の 3 次元的な海洋分散メカニズム，濃度分布の再現性が向上していた．
一方で SGF-L2 には領域的制限があるため，海盆スケールの拡散計算，長期
的な拡散計算を行う場合は適切な係数調整を施した SGF-M が大きな役割を果
たすと考えられる． 
 
 
3.4 サブメソスケール現象のダイナミクス 
 
 
3.4.1 成分分解 
 
 
 北太平洋でのサブメソスケール現象やその挙動に伴う非地衡二次流には季節
性が見られ，大気が海洋面を冷却する寒冷期に厚くなる混合層内でより活発に
なる(例えば Sasaki et al., 2014)．サブメソスケール現象に伴う変動成分を評価
するため，モデルによる各種出力変数を，空間フィルターを用いて成分分解す
る．ここでは直径 20km 以下の成分をサブメソスケール成分と定義し，2 次元
Gaussian フィルターを用いて成分分解を行う．ここでモデル出力変数 V は次
式のように分解できる． 
 𝑉 = 𝑉 + 𝑉!;     𝑉! = 𝑉! + 𝑉!,                               (3.3) 
 
ここに，𝑉 及び V’は季節成分及び渦成分，下付き m, s は 2 次元 Gaussian フィ
ルターを用いて分解したメソスケール成分及び，サブメソスケール成分である． 
 
 
3.4.2	 季節変動 
 
 
	 ROMS-L2による月平均表層EKEのサブメソスケール成分(Figure 3.13a–c)を
見ると2011年は4月が最も大きく，青コンターで示す黒潮流路やその北側，本
州沿岸付近で卓越している．混合層深さにおける鉛直流速の分散(𝑤′!)のサブ
メソスケール成分(Figure 3.13d–f )を見るとEKEと同様，4月に最も発達してい
るが，これは4月に活発になる非地衡二次流に起因しており，変動性が強化さ
れていることが推察される．サブメソスケール現象とそれに伴う海洋挙動の季
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節性を定量的に評価するべく，2011年4月,5月,6月の各変数の波数スペクトルを
求めた(Figure 3.14)．波数スペクトルの計算には解析領域内(Figure 3.1の灰色
線領域)ROMS-L2の出力値の日平均値を供した．2011年4月,5月,6月の各月の表
層運動エネルギー及び混合層深さでの鉛直流速の波数スペクトルをFigure 
3.14abに示す．各月の表層運動エネルギーのスペクトルには類似性が見て取れ
るが，4月のスペクトル勾配は，他月と比較するとメソスケールを含む低波数
帯で緩やかであるものの，サブメソスケールを含む高波数帯で急峻化している．
Capet et al. (2008a) は，数値実験から，フロントジェネシスと傾圧不安定が支
配的なメカニズムとなって生じるサブメソスケールへのカスケード過程では，
スペクトル勾配は k−2に漸近することを示しているが，福島沖の2011年4月の
スペクトル勾配も高波数帯でk−3よりむしろk−2の勾配に漸近しつつある傾向が
見られた．Figure 3.14bに示す鉛直流速の波数スペクトルでもサブメソスケー
ルを含む高波数帯の優位性が見られる．鉛直流速の波数スペクトルは運動エネ
ルギーと同様に最も混合層厚が深くなる4月に卓越していることに加え，
100km以下の広い波数帯域で5月，6月を上回り，10–20 kmのサブメソスケール
の波数帯域で極値が出現している．これらの結果は Figure 3.13で示したEKE
や鉛直流速の分散の空間分布の傾向と一致している．さらに，100–200 kmの
メソスケールの波数帯域に於いても極値を取っており，海洋表面付近での鉛直
混合にはサブメソスケール及びメソスケールの両方の成分が作用していること
が示唆される． 
	 以上の結果から，事故直後の2011年4月にはサブメソスケール現象及びそれ
に伴う鉛直流，非地衡二次流が卓越していたことが示唆される． また，3.2.1
節で示した通り，本章では，ROMSによる流動場計算の際に海表面フラックス
にCOADSの月平均気候値及びGPV-MSMによる3時間平均値を与えている．本
節での結果は上述の設定において，ある程度サブメソスケール現象及びそれに
伴う非地衡二次流を再現可能であることを示している． 
 
3.4.3	 渦発達メカニズム 
 
 
	 渦発達メカニズムに対する各種不安定や渦成分と平均成分の相互作用の効果
を検討するために，Ke (EKE)の収支式を考える(例えば, Marchesiello et al., 2003; 
Dong et al., 2007; Klein et al., 2008; Kamidaira et al., 2017)．本章では，2章と同様
に，EKEの時間変化に対する主たるソースとなる二成分，傾圧不安定転換率
PeKe, 順圧(あるいはシア)不安定転換率KmKeに着目する．PeKeは変動ポテンシ
ャルエネルギー(Pe)から渦運動エネルギー(Ke)，平均流速シアに対するレイノ
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ルズ応力による効果であるKmKe平均運動エネルギー(Km)から渦運動エネルギー
(Ke)への転換率を示し，次式で表される． 
𝐾!𝐾! = −(𝑢!𝑢!  !!!" + 𝑢!𝑣!  !!!" + 𝑢!𝑤!  !!!"  + 𝑣!𝑢′  !!!" + 𝑣!𝑣′  !!!" + 𝑣!𝑤′  !!!"),   (3.4) 
𝑃!𝐾! = − !!! 𝜌!𝑤!,                            (3.5) 
	 ここに，x, y, zは座標，ρは海水密度，ρ0 = 1027.5 kg m−3は基準密度，gは重力
加速度である．KmKe > 0の場合，順圧不安定，鉛直シア不安定によって不安定
化した平均流から渦が生成されEKEが増大し，KmKe < 0の場合は渦の合成に伴
う安定状態が維持されると解釈できる．PeKe > 0の時，傾圧不安定によって
EKEが増大し，PeKe < 0ならば再成層化によって安定化されると解釈できる． 
	 海洋表面付近のEKEのソースとして卓越するスケールを検討すべく，Sasaki 
et al. (2014) の解析を参考に，2011年の4月, 5月, 6月におけるPeKe, KmKeの混合
層厚積分値の波数スペクトルを算出する．Figure 3.14c, dに示す転換率の波数
スペクトルには明らかに鉛直流の波数スペクトル(Figure 3.14b)との類似性が
見られる．両転換率の波数スペクトルはともに4月がもっとも高く，5月，6月
と時間経過とともに減少している．特にKmKeは4月に10-20kmのサブメソスケ
ールの波数帯域に特徴的な極値が現れている. 100-200kmのメソスケールの波
数帯域にも極値が現れ，KmKeに関しては温暖な5月, 6月はサブメソスケールの
波数帯域よりも大きい．これらの結果は，Sasaki et al. (2014)の結果と定性的に
一致している．Sasaki et al. (2014)は北太平洋を対象にしたサブメソスケール渦
許容モデル (水平解像度1/30°)を用いて転換率の波数スペクトルを算出し，冬
季は30km付近の波数帯域に，夏季は125km付近の波数帯域にピークが現れて
いたことを示した．Sasaki et al. (2014)の結果と本節の結果と多少異なっている
原因として彼らのモデルは水平解像度 1/30° (~ 3 km)，であること，より沖合
を解析対象としていること，より冷却の強く混合層厚も強化される1月を冬季
として解析対象に設定していることなどが考えられる． 
	 Figure 3.14c, d を見るとKmKeはPeKeよりも高く，福島県沖ではシア不安定が
主たるKeのソースとしてサブメソスケール現象の変動性に寄与し，傾圧不安定
は副次的に作用していることが示唆されている．一方，Sasaki et al. (2014)や
Capet et al. (2008b)ではシア不安定よりもむしろ傾圧不安定が主たるKeのソース
としてサブメソスケール現象の変動性に寄与していると結論づけている．本章
で対象にした福島県沖海域は沿岸海域を含んでいるため地形の影響を受けやす
く，また解析領域の大部分を強い流速シアを生じる黒潮が占めているため，
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Sasaki et al. (2014)やCapet et al. (2008b)との多少の結論の相違ができたと推察さ
れる．このような強力な水平シア及び地形性渦生成に伴うシア不安定の強化に
ついては先行研究でも示されている(例えば，Dong et al., 2007; Kamidaira et al., 
2017; Uchiyama et al., 2017a)． 
 
 
3.5 鉛直 137Cs フラックス 
 
 
	 SGF-L2 の結果(Figure 3.12d)は，137Cs の大部分が海洋表面付近に留まってお
り，137Cs 沈降のソースとなっていることを示している．また，事故発生直後，
海面冷却などの影響によって混合層が深くなり，サブメソスケール渦とそれに
伴う強い非地衡二次流の発達が 137Cs 鉛直輸送に対して強く影響していたこと
が考えられる．そこで，非地衡二次流に伴う 137Cs の鉛直混合を評価するため，
鉛直移流 137Cs フラックスの成分分解を行う．鉛直移流 137Cs フラックス(TCF)
は 3.3.2 節と同様に周波数ローパスフィルタを用いることで平均鉛直移流 137Cs
フラックス(MCF)及び渦鉛直移流 137Cs フラックス(ECF)に分解できる． 
 𝑇𝐶𝐹 = 𝐶𝑤 ≈ 𝐶𝑤 + 𝐶′𝑤′ ≡ 𝑀𝐶𝐹 + 𝐸𝐶𝐹                             (3.6) 
 
ここでCは溶存態137Cs濃度(Bq m-3)を表す．また，渦成分，平均成分の相関項
は無視できるほど小さい．非地衡二次流による137Csの鉛直輸送効果を評価す
るため，ECFを3.4.1節と同様に2次元Gaussianフィルターを用いてサブメソスケ
ール成分(ECFs)，メソスケール成分(ECFm)に成分分解する． 
 𝐸𝐶𝐹 = 𝐶′𝑤′ ≈ 𝐶′!𝑤′! + 𝐶′!𝑤′! ≡ 𝐸𝐶𝐹! + 𝐸𝐶𝐹!                       (3.7) 
 
Figure 3.15は2011年6月30日までにSGF-L2領域内の海洋に放出されたFNPP1起
源の137Cs(海洋直接，大気沈着の合計)のうち鉛直 137Cs フラックス各成分によ
って各水深以深に沈降した割合を示している．各水深dc ( (a) dc=混合層深さ 
(約10-80m)，Figure 3.12e参照, (b) dc= 100m, (c) dc=200m)において137Csフラック
ス(Bq m−2 s−1)を時空間積分し，沈降した137Csのインベントリ(Bq)を求め，期間
内の総放出137Cs量(Bq)で除して沈降割合を評価した. Figure 3.15a から2011年3
月13日から6月30日の4ヶ月間でFNPP1由来137Csの約50%がTCFによって混合層
以深に沈降していることがわかる. また, 約42.7%がECFによって, 約26.5%が
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ECFsによって混合層以深に沈降している．つまり，事故後4ヶ月間のサブメソ
スケール成分ECFsの沈降への寄与率は渦成分ECFの実に62%を占め，メソスケ
ール成分ECFmの寄与率よりも大きい．4月は放出量(Fegure 3.2)及び海洋中存
在量(Fegure 3.12e)が最大となり，かつ最もサブメソスケール現象が卓越する
時期である．海洋中に多量に137Csが存在していたことと同時期にサブメソス
ケール現象が卓越していたことにより，137Csが活発に混合層以深に沈降して
おり，4月はECFsによる混合層以深への沈降割合は全放出量の14.5%にも上る．
ECFsによる寄与率は温暖な季節になるにつれ弱まり，5月は3.5%, 6月は0.1%と
なっている．Figure 3.15b–dの結果からも各水深でのMCFに対するECFの優位
性を示しており，亜表層では渦に伴う鉛直輸送が137Csインベントリに重要な
役割を果たすことを明示している．TCFの寄与率に着目すると4月は水深100m
で最大となっているが，5月には200mや300mのより深い水深で卓越している．
これは渦に伴う下降輸送効果の残差的な影響がもたらしたものであると考えら
れ，表層付近の137Csの増加から1ヶ月後に鉛直輸送が起きている．加えて，非
地衡二次流に伴う鉛直流は混合層以深では弱まること(例えば，Gula et al., 
2014; McWilliams et al., 2015)にも起因している．それにもかかわらず，ECFs 
の4ヶ月間の水深300m以深への沈降割合はTCFの約1/3を占めており，サブメソ
スケール成分の寄与率は依然として顕著である(Figure 3.15d)．Figure 3.15b–d
のシアン色の三角形はSGF-MによるTCFの沈降への寄与を表している．4ヶ月
間のSGF-MのTCFはいずれの水深でもSGF-L2のTCFの1/2-1/3程度であり，移流
による鉛直混合を大きく過小評価している．SGF-Mでは過小評価している移
流成分をKs = 5×10-4 m2 s-1を与えていることによって拡散成分で補っている．
また，SGF-L2の鉛直137Csフラックスの拡散成分, −𝐾!𝜕!𝐶 については移流成分
の10-3から10-4程度の大きさであるため，本節の解析から除外している．例え
ば，SGF-L2の水深100mにおけるフラックス拡散成分は移流成分の0.2%であっ
た． 
	 Figure 3.16に2011年4月から6月までのSGF-L2における月平均値沈降ECFsの
空間分布(Figure 3.16a-c:混合層深さ，Figure 3.16d-f:水深200m)を示す．混合層
深さにおける沈降ECFsは，4月に36.3°Nから37.6°Nの原発近傍沿岸から陸棚に
かけて南北に広く伸びる分布を有し，最も卓越する．また，37°N, 141°E付近
の海岸線湾曲部から黒潮続流に至るまで高ECFs領域の舌状構造が発達してい
る．5月，6月の非地衡二次流弱化に伴い混合層でのECFsも抑制されている．
また，Figure 13cと同様，混合層下の水深200mでのECFsは5月に発達している
様子が見て取れる(Figure 3.16d–f)．混合層でのECFs は4月に放出源付近で最も
卓越していたが，水深200mでは放出源から離れた海域で混合層下の発達の遅
い鉛直流に伴い，1ヶ月遅れた5月に卓越している．また，黒潮流路を中心とし
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て137Csの深い沈降が生じている． 
 
 
3.6	 考察とまとめ 
 
 
本章では，MOVE-WNP の再解析データを初期・境界条件として，ROMS を
用いたダウンスケーリングシステムを構築し，得られた海況データを SEA-
GEARN-FDM の入力データとすることで，FNPP1 事故の海洋拡散再解析を行
った．SGF-L2 モデルはサブメソスケール渦解像の水平解像度 1km であり，水
平解像度 10km の SGF-M の結果と比較することで，サブメソスケール渦やそ
れに伴う鉛直流の効果を定量的に評価した．モデル結果と現地観測データ及び
衛星観測データとの比較の結果，ROMS-L2, SGF-L2 は黒潮の三次元的な流動
構造及び 137Cs 濃度分布を精緻に再現していた．また，サブメソスケールのダ
イナミクスが渦変動場やそれに伴う 137Cs の濃度分布に重要であることを示し
た．サブメソスケール渦解像モデルである SGF-L2 は原発近傍沿岸域の 137Cs
の三次元的な濃度分布，時空間変動性の再現性において低解像度モデル SGF-
M を上回っていた．放出された 137Cs の初期分散において SGF-M は放出直後
の沖向きの輸送を過大評価しており，非現実的な速度で黒潮にトラップされて
いたが，SGF-L2 では沿岸捕捉流に伴って沿岸で 137Cs の高濃度帯域が持続的
に形成されていた． 
表層での水平構造の改善に加えて SGF-L2 では事故直後の寒冷期に発達して
いた非地衡二次流に伴う 137Cs 鉛直循環を精緻に再現していた．エネルギー収
支解析から非地衡二次流はシア不安定及び傾圧不安定によって 10-20km のサ
ブメソスケールの波数帯域で発達していたことが示唆された．サブメソスケー
ル現象には強い季節性が見られ，Sasaki et al. (2014)等の先行研究でも示されて
いたとおり，寒冷期に発達が見られた． 2011 年の EKE 及び渦に伴う 137Cs 輸
送は FNPP1 事故が起きた 4 月の寒冷期に最も励起されていた． 
 137Csの鉛直混合へのサブメソスケール現象の影響を検討するため，空間フィ
ルター及び周波数フィルターによって各変数を平均成分，メソスケール渦成分，
サブメソスケール渦成分に分解した．事故から4ヶ月間に解析領域内に放出さ
れた137Csの内，約50%が混合層以深に輸送されていた．驚くべきことに，この
内の84%に渦成分が寄与しており，62%にサブメソスケール渦成分が寄与して
いた．混合層下での137Cs沈降は主として渦によって引き起こされていた．例
えば，領域内全放出137Csの内8.8%が200m以深へ，2.4%が300m以深へ渦成分に
よって沈降していた．また，サブメソスケール渦成分によって3.2%が200m以
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深へ，0.7%が300m以深へ沈降しており，この値は渦成分による寄与の1/3-1/2
を占めている．サブメソスケール現象に伴う非地衡二次流は先行研究(例えば，
Gula et al., 2014)から混合層下の亜表層には到達しないことが知られているが，
残差的な効果によって200m以深にまで緩やかに137Csを輸送する可能性が示さ
れた．これは，表層で137Cs存在量が最も顕著になる4月から1-2ヶ月遅れて中深
層での137Cs増加が起こることからも推察される．一般的にサブメソスケール
の時間スケールは数時間から数日間とされているため(例えば， McWilliams, 
2016)，流動場に日平均成分を用いているSGF-L2は137Csの鉛直輸送に対するサ
ブメソスケール現象とそれに伴う非地衡二次流の効果を過小評価している可能
性があるが, SGF-L2の入力流動場の時間分解能を向上させればECFsの効果がよ
り顕著になることが予想される．  
	 本章の結果から，FNPP1事故が実際よりも温暖または寒冷な時期に起きてい
た場合137Csの濃度分散は大きく変わっていた可能性が示唆される．事故が1月, 
2月のような, より寒冷な時期に起きていた場合，サブメソスケール現象やそ
れに伴う海洋挙動はより顕著であったことが予想される．これによって，原発
起源の高濃度の放射性物質が瞬時に海洋深部へ輸送するサブダクションが起こ
る一方で，高濃度の放射性物質が沿岸に留まり，より深刻な沿岸の汚染が引き
起こされていた可能性がある．また，事故が6月, 7月のようなより温暖な時期
に起きていた場合，サブメソスケール現象やそれに伴う海洋挙動は緩慢である
ことが予想される．よって，海洋深部へ輸送される放射性物質は減少し，速や
かに沖合に分散した後に黒潮にトラップされ、より広域に渡る海洋汚染が引き
起こされていた可能性がある． 
	 加えて，本章では黒潮続流域に沿った渦に伴う137Csの海洋深部への輸送が
見出された．このプロセスは中央モード水や亜熱帯モード水等の亜表層水への
137Csの流入を強化する可能性がある．亜表層水は北太平洋亜熱帯旋廻によっ
て太平洋を時計回りに長い時間をかけて循環しているため，長期的に北西太平
洋上に放射性物質が含まれた水塊が存在する可能性がある．実際，観測によっ
てこのような多年性の亜表層の放射性物質の輸送が検出されている(例えば， 
Kaeriyama et al., 2014; Kumamoto et al., 2017)． 
	 また，再解析に対して一切の係数調整を必要としないサブメソスケール渦解
像SGF-L2に対して，低解像モデルのSGF-Mは，広範囲かつ長期に渡るシミュ
レーションや迅速性が求められる海洋汚染に対する初期対応での役割が期待さ
れるため，gridスケール以下の現象を適切にモデル化するためのoffline乱流モ
デル等の導入が求められる． 
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第 3 章図表	
	
 
 
 
 
 
 
Table 3.1. Numerical configurations of the two SEA-GEARN-FDM model 
experiments 
Models SGF-L2 SGF-M 
Computational period 3/12/2011-6/30/2011, UTC 
Time step 120 s 360 s 
Model domain 140.5°E–145°E,  35.6°N–39.2°N 
120°E–120°W,  
10°N–60°N 
Horizontal 
grid cells 451 × 361 1200 × 500 
Horizontal 
resolution 0.01° 0.1° 
Vertical level 
(z-coordinate) 79 levels 54 levels 
Horizontal diffusivity 
coefficient 5 m
2 s−1 50 m2 s−1 
Vertical diffusivity 
coefficient KPP 5 × 10
−4 m2 s−1 
Duration of the oceanic 
release 3/26/2011-6/30/2011, UTC 
Duration of the 
atmospheric deposition 3/12/2011-5/31/2011, UTC 
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Figure 3.1. Double-nested ROMS model domains with bathymetry in color for the 
parent ROMS-L1 (dotted box) and child ROMS-L2 (black solid box) models, 
embedded within the MOVE-WNP domain (not shown, much wider than the displayed 
area). Red star indicates the location of the Fukushima Daiichi Nuclear Power Plant 
(FNPP1). Bold black line identifies the transect for the cross-sectional plots in Figure 
3.4. Gray box is the area used for the spectral analyses in Figure 3.14. Thin red 
rectangle corresponds to a zoomed-in region of the SGF-L2 domain (right panel) with 
the locations of the near-surface monitoring stations (magenta circles) used in Figures 
3.12a–c. Model domain for SGF-M extends from 10°N–60°N, 120°E–120°W (not 
shown). 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 71 
 
Figure 3.2. Time series plots of the imposed release rates of 137Cs from March 12 to 
June 30, 2011. Blue line is the oceanic direct release estimated by Kawamura et al. 
[2011]; red line is the atmospheric release estimated by Katata et al. [2015]. 
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Figure 3.3. Plan view plots of (a), (b) time-averaged surface velocity magnitude, and 
(c), (d) sea surface height (SSH) variances. Left panels (a, c) are the ROMS-L2 result 
superposed on the L1 result, while right panels (b, d) are based on AVISO satellite 
altimetry. 
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Figure 3.4. Cross-sectional plots of (a), (b) snapshots of temperature from the ROMS-
L2 model and JMA observation, (c) mean streamwise velocity at intervals of 0.15 m 
s−1 normal to the transect (red contours) and temporal standard deviation (RMS) of 
vertical velocity, w (color) from the ROMS-L2, and (d) time-averaged vertical eddy 
diffusivity, Ks, estimated by the KPP model, along the transect shown by the bold 
black line in Figure 3.1. White curves in the lower panels are time-averaged mixed-
layer depths (MLDs) estimated by the KPP model. 
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Figure 3.5. Upper panels: surface eddy kinetic energy (EKE), Ke, from (a) the ROMS-
L2 on L1, and (b) MOVE-WNP reanalysis. Lower panels: daily averaged spatial 
distributions of surface vertical relative vorticity normalized by planetary vorticity 
(dimensionless) on April 2, 2011 from (c) the ROMS-L2 on L1, and (d) MOVE-WNP 
models. Blue thick line in (b) identifies the transect used for the cross-sectional plots in 
Figure 3.6. 
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Figure 3.6. Cross-sectional plots of the daily averaged vertical upward velocity, w, 
from the ROMS-L2 (left) and MOVE-WNP (right) models. Black line in the left panel 
is the mixed-layer depth (MLD) estimated by the KPP model. The corresponding 
transect is shown by the blue line in Figure 3.5b. 
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Figure 3.7. Modeled 137Cs concentrations (color) from the SGF-L2 (upper panels) and 
SGF-M (lower panels) models at (a), (d) the surface, (b), (e) 100 m depth, and (c), (f) 
200 m depth. Colored circles indicate the instantaneous in situ concentrations 
[Buesseler et al., 2012] using the same color scale. 
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Figure 3.8. Modeled 137Cs concentrations (color) and velocity (vector) from the SGF-
L2 at the surface on May 12 (left) and May 30 (right).  
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Figure 3.9. Cross-sectional plots of 137Cs concentrations from the SGF-L2 (left), and 
SGF-M (right). Upper panels: time-averaged 137Cs from June 9 to 15, and lower panels: 
the daily averages for April 2. Colored circles in upper panels indicate instantaneous in 
situ concentrations measured in June 2011 [Buesseler et al., 2012]. Black curve in panel 
(c) is the mixed-layer depth estimated by the KPP model. The corresponding transect is 
shown by the blue line in Figure 3.5b. 
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Figure 3.10. Scatter diagram of the 137Cs concentrations from the SGF-M (white 
circles) and SGF-L2 (red circles) models against in situ sampled data [Buesseler et al., 
2012]. Error bars are quite small as they are within the size of the symbols, and thus not 
shown here.  The solid line represents the 1:1 correlation and it is bounded by two 
dashed lines indicating the deviations with factors of 1/10 and 10. 
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Figure 3.11. Scatter diagram of the 137Cs concentrations from the case without the 
atmospheric release (white circles) and SGF-L2 (red circles) models against the in situ 
sampled data [Buesseler et al., 2012]. Error bars are quite small as they are within the 
size of symbols, and thus not shown here. The solid line represents the 1:1 correlation 
and is bounded by the two dashed lines indicating the deviations with the factors of 
1/10 and 10. 
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Figure 3.12. Time series plots of various quantities. Near-surface 137Cs concentrations 
from the SGF-M (black) and SGF-L2 (red) models, and measured data (white circles) 
around the FNPP1 at (a) T1, (b) T2, and (c) T3. The uncertainties of the observations 
by TEPCO are not reported. Locations of the measurements are shown in Figure 3.1. 
(d) Inventory (the total amount) of 137Cs in the SGF-L2 model domain, integrated 
vertically from the surface down to the labeled depths (z = −100 m, −1000 m, and the 
base of the surface mixed layer denoted by MLD) normalized by the total 137Cs load 
derived from the FNPP1 as the sum of the oceanic direct release and atmospheric 
deposition. (e) Spatial MLD estimated by the KPP model of the ROMS-L2. (f) 
Volume-averaged surface (z > −400m) eddy kinetic energy, EKE (Ke), for the SGF-L2 
domain.  
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Figure 3.13. Upper panels: monthly averaged surface submesoscale EKE from the 
ROMS-L2 for (a) April, (b) May, and (c) June 2011. Lower panels: submesoscale 
vertical velocity variance 𝑤′! at the mixed-layer depth (MLD) from the ROMS-L2 
for (d) April, (e) May, and (f) June 2011. Contours represent monthly averaged surface 
velocity magnitude at intervals of 0.25 m s−1, depicting the monthly averaged Kuroshio 
path. 
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Figure 3.14. Wavenumber spectra of (a) kinetic energy at the surface, (b) vertical 
velocity at the mixed-layer depth (MLD), (c) barotropic conversion rate, KmKe, 
averaged vertically over the surface mixed layer, and (d) baroclinic conversion rate, 
PeKe, averaged vertically over the surface mixed layer. Curves are for each of the three 
months from April to June 2011. Straight lines indicate the spectral slopes of k−5/3 
(black), k−2 (dashed), and k-3 (gray), where k is the wavenumber. 
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 Figure 3.15. Ratios of the 137Cs inventory in the SGF-L2 domain against the total 
137Cs load from oceanic direct release and atmospheric deposition. Inventories are 
estimated from the SGF-L2 model as the time- and area-integrated downward vertical 
advective fluxes of the total 137Cs flux (TCF, gray), eddy flux (ECF, black), and 
submesoscale eddy flux (ECFs, red). Area integrals are performed at four different 
depths, dc, where (a) dc is at the mixed-layer depth (MLD), (b) dc = 100 m, (c) dc = 200 
m, and (d) dc = 300 m. Cyan triangles in (b)–(d) are the corresponding TCF estimates 
from the SGF-M model. Note that in (d), TCF < ECF because upward MCF occurs in 
deeper areas. 
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Figure 3.16. Spatial distribution of the monthly averaged submesoscale downward 
137Cs flux (ECFs) for (a, d) April, (b, e) May, (c, f) June 2011. Upper panels: ECFs at 
the mixed-layer depth (MLD). Lower panels: at z = −200 m. Black contours represent 
monthly averaged surface velocity magnitude at intervals of 0.25 m s−1. Upward fluxes 
are blanked out.  
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4.サブメソスケール渦解像モデルの現業海洋アセス
メントシステムへの適用性の検討 
 
4.1 序説 
 
 
	 日本国内の原子力発電所や使用済燃料再処理施設の多くは海岸に設置されて
おり，それらの冷却水及び放射性廃液は安全性を確保しながら計画的に沿岸海
域へ放出されている．原子力事故等により，万が一不測の漏洩が起こると大量
の放射性核種が海洋へ放出される恐れがあり，沿岸海域や生態系に深刻な影響
を与える可能性がある．実際に，2011年3月11日に発生した東日本大震災に伴
う東京電力福島第一原子力発電所(FNPP1)事故では，大量の放射性核種が大
気・海洋環境に放出されたことは記憶に新しい．このような事故時の緊急時対
策を検討するためには，事故によって放出された放射性物質の分布とその分散
過程を予測し，海洋環境の汚染状況を詳細に把握することが重要となる．この
ような背景から，原子力事故発生に備えた海洋環境の安全確保を目的として，
フランスのIRSN (Institut de radioprotection et de sûreté nucléaire) によるOPERA 
net workなどの海洋モニタリング網の整備や，IRSNや日本原子力研究開発機構
などによる放射性物質の海洋拡散予測システムの開発を目的とした数値シミュ
レーションを用いた海洋拡散モデルの開発 (例えば，Bailly du Bois et al., 2005; 
Kobayashi et al.，2007) が，FNPP1事故以前から行われてきた． その後，
FNPP1事故を契機として，日本国内だけではなく，近年原子力発電所の立地が
進む東アジアで原子力施設から放射性物質が海洋環境中へ放出される潜在的な
可能性が極めて高いことが改めて認識され，緊急時に放射性核種の海洋拡散を
精緻に予測するシステムの必要性が高まっている．このような背景から，様々
な研究機関が数値シミュレーションを用いた海洋拡散予測システムの開発を精
力的に実施してきた (例えば，Duffa et al., 2016; Kobayashi et al., 2017)．日本原
子力研究開発機構が開発した緊急時海洋環境放射能評価システム，STEAMER 
(Short-Term Emergency Assessment system of Marine Environmental Radioactivity, 
Kobayashi et al., 2017) は気象庁気象研究所による， MOVE-WNP (The 
Multivariate Ocean Variational Estimation System for the Western North Pacific, Usui 
et al., 2006) 及び，NOAA (National Oceanic and Atmospheric Administration) の
EMC (Environmental Modeling Center) によるGlobal RTOFS (Global operational 
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Real-Time Ocean Forecast System, 例えば，Mehra et al., 2010) の海洋予報オンラ
インデータを基に，仮想的な放射性物質の海洋放出量の情報と日本原子力研究
開発機構が開発した海洋拡散モデルを用いることで，海水中の放射性物質の濃
度を1ヶ月先まで予測するシステムである．STEAMERは計算開始後数時間で
予測情報を提供可能であり，迅速性が求められる緊急時対応において，汚染状
況やその分布を予測することで海洋モニタリング海域の選定，漁業禁止海域や
危険航路の特定に役立てることが期待されている．また，事後解析において，
再解析海況場と濃度の現地観測データから大気及び海洋への放出量推定や，放
出量推定値を用いた海洋汚染分布の再現と将来予測に使用することを想定とし
ている．このシステムは，MOVE-WNP, やGlobal RTOFSなどの海洋予報・再
解析データによる流動場を用いて物質輸送を推定するため，その再現性は使用
するモデルの精度に依存する．しかしながら，これらの予報データの水平解像
度はMOVE-WNPでは1/10°, Global RTOFSでは1/12°と，比較的粗いため，迅速
な緊急予報を行うといった目的には適切であるものの，福島沖海域のように沿
岸域に捕捉された形で物質輸送が生じる場合の再現性確保(例えば，内山ら, 
2013)や，瀬戸内海などの狭領域かつ潮汐が主要外力となりうる海域を対象に
する(例えば，内山ら, 2016)ことは原理的に困難であった．一方，陸棚や沿岸
域では，水平数km-10km程度のサブメソスケール現象に伴う渦混合が海洋での
物質輸送に大きな影響を与えることが明らかになりつつあり (例えば， 
Boccaletti et al., 2007; Badin et al., 2011; Callies et al., 2015; Kunze et al., 2015; 
Kamidaira et al., 2017;  内山ら, 2012, 2103a; 上平ら, 2016)，実際，FNPP1事故
によって放出された放射性核種の輸送過程にもこれらが強く影響していた(本
論文第3章, Kamidaira et al., 2018)．したがって，これらの影響を合理的に考慮
できるように海洋循環モデルを高精度化しておくことが重要な課題となってい
る． 
	 そこで本章では，日本原子力研究開発機構の予測システム, STEAMER に対
して領域海洋モデル ROMS (Shchepetkin and McWilliams, 2005, 2008))を用いた
多段ネストダウンスケーリング高解像度沿岸域モデルを導入することで，サブ
メソスケール力学や沿岸域特有の海洋構造を考慮できるようシステムの高度化
を試みた．さらに，本システムを用いて FNPP1 からの放射性物質漏洩を想定
した予測計算を行い，従来の MOVE-WNP を入力海況場に用いた STEAMER
による予測結果との比較から放射性物質の海洋中輸送メカニズムに対するサブ
メソスケール現象，及び潮汐による影響を解析し，ダウンスケーリングシステ
ムの STEAMER への適応性を検討した． 
	 以下，4.2 ではダウンスケーリングシステムの概要を述べる．4.3 では潮汐に
着目したモデル結果と観測値との比較を行い，システムの再現性を確認する．
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さらに，4.4 では流動構造，濃度分布に対するサブメソスケール現象，潮汐に
よる影響を解析し，最後に 4.5 で本章の結論を述べる． 
 
 
4.2 システムの概要 
 
 
	 日本原子力研究開発機構が開発した STEAMER は予め計算された予報海況
場データを海洋中放射性物質移行予測モデル SEA-GEARN (Kobayashi et al., 
2007) に入力値として与え，予報計算を毎日行っている．SEA-GEARN は，
offline の 3 次元 Lagrange 粒子追跡モデルをベースとしており，各粒子の持つ
放射能の各 grid への寄与を積分して放射性物質の濃度を求め，放射性物質の
濃度分散を評価するモデルである．このような offline 海洋拡散モデルの計算
結果は入力値に用いる海況場に強く影響されることが知られており (例えば
Periáñez et al., 2015), 高精度な海況場を入力値として選ぶことが必要である．
気象庁気象研究所が開発した海洋データ同化システム MOVE-WNP は様々な観
測データを同化に用い，海洋循環モデルの力学的整合性を保持しながら現実に
近い海況の再現，予報を行うシステムであり，現業分野での実績もある．特に
北太平洋の海洋再解析・予報値の信頼度は高いが，その水平解像度は約 10 km
であり，サブメソスケール現象による渦混合は直接的には考慮されていない．
また，MOVE-WNP の海況場には潮汐は考慮されておらず，狭い水路で連結さ
れた多島海域である瀬戸内海などの閉鎖性の強い内湾域を対象にするのは困難
である．本章では STEAMER に MOVE-WNP による高精度な予報データを初
期・境界条件とし，将来的に瀬戸内海などの潮汐が主要外力となりうる海域に
立地する原子力施設を対象にした予報計算を行うことを想定し，潮汐を考慮し
た ROMS によるダウンスケーリングシステムを導入することでサブメソスケ
ール現象及び潮汐を考慮した予報海況場を計算することを試みた．さらに，
ROMS により予報された海況場を SEA-GEARN への入力値として，FNPP1 を
仮想放出源とした濃度分散予報シミュレーションを実施した．以下に，各モデ
ルの設定や計算条件を示す． 
 
 
4.2.1 ROMS 計算条件 
 
 
	 第 3 章で実施した ROMS を用いた 2 段階のネスティングによる東北地方太
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平洋沖の海洋再解析シミュレーションは，MOVE-WNP で再現されたメソスケ
ールの海象に加えて，高解像度化に伴うサブメソスケールの海象を精緻に再現
していた．本章では第 3 章での設定を参考に，サブメソスケール現象が卓越す
る寒冷期(2016 年 1 月)を対象に計算条件を設定した． 
	 MOVE-WNP では配信日 0:00(JST)頃に配信日前日の再解析値を初期条件とし
た配信日から 30 日間の日平均海況予報値を毎日配信している． 例えば，1 月
22 日 0:00(JST)頃には 1 月 21 日の再解析値，及び 1 月 22 日から 2 月 20 日の予
報値が配信される．一方，気象庁による全球数値予報モデル GPV-GSM(例え
ば, Roads, 2004)では配信日 0:00(JST)頃に配信日前日の 12:00(UTC)を初期条件
とした 84 時間後までの気象予報値(時間分解能 6 時間)及び，配信日 3:00(JST)
頃に 96 時間後から 264 時間後までの気象予報値(時間分解能 12 時間)が配信さ
れる．例えば，1 月 22 日には 1 月 21 日 12:00(UTC)を初期条件とした 2 月 1 日
12:00(UTC)までの予報値が配信される．本章で行う ROMS による予報計算は
GSM の予報日数に合わせ，2016 年 1 月 22 日に配信された予報値を用いて 1
月 22 日から 2 月 1 日まで行う．スピンナップ期間を設けるため，2016 年 1 月
1 日の MOVE-WNP 再解析値を初期条件とし，1 月 21 日までは MOVE-WNP 再
解析値を境界条件，GPV-GSM 再解析値(3 時間平均値)を海上風として与え，
以後は予報値を用いて計算を行う．Figure 4.1 に MOVE-WNP 領域に入れ子状
に配置された 2 段階の ROMS ネスティングモデル領域を示す．中解像度モデ
ルの ROMS-L1(水平解像度 3km) 領域は 3456×3456 km であり，東シナ海，黄
海，日本海，太平洋日本近海などの日本列島周辺海域を内包しており，日本及
び周辺諸国に存在する原子力施設からの放射性物質放出に対応できるよう広く
設定している． 
	 ROMS-L2(水平解像度 1km)の初期条件・境界条件には ROMS-L1 の 1 時間平
均値を与えた．STEAMER では日本及び周辺の原子力施設を対象としているが
現在，FNPP1 を対象にした海洋拡散シミュレーションを毎日行っている
(Kobayashi et al., 2017)．STEAMER の結果と比較を行うため，高解像度モデル
ROMS-L2 領域は福島県太平洋沖を対象とした．ROMS-L2 領域は 960×960 km
である．鉛直解像度は ROMS-L1，ROMS-L2 モデルはともに 40 層（σ座標）
と し た ． 海 底 地 形 に は
JEGG500(http://www.jodc.go.jp/data_set/jodc/jegg_intro.html) を Shuttle Radar 
Topography Mission product (SRTM30_Plus, Becker et al., 2009; Rodriguez et al., 
2005) で補完したデータを，海上風以外の各種海面フラックスには
Comprehensive Ocean-Atmosphere Data Set (COADS, Woodruff et al., 1987) の月平
均気候値を，海表面水温・塩分には MOVE-WNP の 20 日平均値を，領域内の
一級河川	  (ROMS-L1 では 111 本，ROM-L2 では 8 本) の流量は日本河川協
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会 の 雨 量 ・ 流 量 年 表 デ ー タ ベ ー ス 
(http://www.japanriver.or.jp/publish/book/nenpyou_dvd.htm) から求めた 1994-2003
年の月平均気候値をそれぞれ用いた．ROMS-L1 に含まれる中国の大河川，長
江 (年間流量, 838–907km3, 例えば, Dai et al., 2009) の流量については，Dai et 
al.（2009）による月平均気候値を与えた．短期間の計算であるため ROMS-L1, 
ROMS-L2 ともに TS-nudging のような 4 次元同化などの制御を加えないシミュ
レーションを実施した．潮汐に関しては，TPXO7.0 (Egbert et al., 1994; Egbert 
and Erofeeva, 2002) による全球主要 10 分潮調和定数を用いて開境界から海面
高度の外力として与えた．潮汐が流動場及び放射性物質の分散に与える影響を
検討するため，潮汐を外力として与えないケースも実施した．なお，ROMS-
L2 潮汐あり，なしのケースの初期条件・境界条件は, 両者ともに ROMS-L1 の
潮汐を考慮しないケースの出力結果を用いた．本章で行う統計解析は, すべて
同じ 10 日間(2016 年 1 月 21 日 12 時から 1 月 31 日 12 時, UTC)で行い，例外は
都度明言する． 
 
 
4.2.2 SEA-GEARN 計算条件 
 
 
 SEA-GEARN を使用し，MOVE-WNP 予報データ及び ROMS-L1(潮汐非考慮)，
ROMS-L2(潮汐非考慮), ROMS-L2(潮汐考慮)により計算された 3 次元海流デー
タを入力した 4 通りの拡散計算を行い，相互比較を行う．MOVE-WNP 予報デ
ータ及び ROMS-L1(潮汐非考慮)，ROMS-L2(潮汐非考慮)の 3 パターンの比較
から水平解像度による差異を，ROMS-L2(潮汐非考慮), ROMS-L2(潮汐考慮)の
比較から潮汐が海洋中放射性物質の分散に与える影響を評価する．入力する
MOVE-WNP 予報データは日平均値，ROMS による海況場は 1 時間平均値であ
る．ROMS による海況場を入力する場合の鉛直拡散係数 (Ks)は K-Profile 
Parameterization (KPP) モデル (Large et al., 1994)の出力値の 1 時間平均値を与
えた．MOVE-WNP では鉛直拡散係数予報値は提供されていないため，
MOVE-WNP を入力するケースでは海洋での一般的な値である一定値 Ks = 10-5 
m2 s-1(例えば, Munk, 1966)とした．対象核種は 137Cs（半減期 30.1 y）とし，
FNPP1 からの直接漏洩による 137Cs を放出源として与えた．FNPP1 から海洋へ
の直接放出量に関しては，現在の STEAMER で実施されている単位放出率 1 
Bq h-1 を与えた．海水中の 137Cs は現在の STEAMER の設定(Kobayashi et al., 
2017)同様，完全に溶存態として存在すると仮定した．Table 4.1 に SEA-
GEARN の計算条件を示す． 
 91 
4.2.3 計算資源 
 
 
	 緊急時対応において計算に要する時間を事前に把握しておくことは重要であ
る．本章のシステムでは，現在 STEAMER の試験運用に使用されている計算
機(Kobayashi et al., 2017)と同程度の性能を持つ計算機を用いて行った．Intel(R) 
Xeon(R) CPU E5-2698 を搭載したメモリサイズ 32GB の Linux ベースの計算機
を 2 台用いて Message Passing Interface(MPI)によって並列計算を行った．Table 
4.2 に SEA-GEARN による 10 日間，及び ROMS のよる 30 日間の予報計算完
了までの所要時間を示す．従来の MOVE-WNP 予報値を用いた場合，計算時間
は数時間程度であったが，ROMS 計算を STEAMER に導入する場合は，L1 を
SEA-GEARN 入力値とした拡散計算終了まで計 52.1 時間, L2 を SEA-GEARN
入力値とした拡散計算終了まで計 96.4 時間要している．今回用いた計算機で
は現在の STEAMER の構成ほどの迅速性は得られないが数日程度で予報結果
を提供できることがわかった．一方で，本章のシステムを STEAMER のよう
に毎日定時実行を行う場合，大型計算機でのシステム運用を検討する必要があ
る． 
 
 
4.3 再現性の確認 
 
 
	 第 3 章で構築した MOVE-WNP 再解析を初期・境界条件としたダウンスケー
リングモデル及びダウンスケーリングモデルから得られた海況データを用いた
海洋拡散シミュレーションにおいて，表層運動エネルギー時間変動，密度分布，
平均海表面流速，海面高度偏差の分散，FNPP1 起源の 137Cs 濃度分布などにつ
いて現地及び衛星観測データとの比較から詳細な評価を行い，いずれも観測値
との良好な一致を確認している．本章で構築した類似したシステムにおいても
同程度の再現性が期待できる．本章では，新たにモデル内で考慮した潮汐変動
を比較した結果を示す．Figure 4.2 に ROMS-L1, ROMS-L2 による主要 4 分潮
(M2, S2, K1, O1) の遅角と振幅について，日本海洋データセンター
(http://jdoss1.jodc.go.jp/vpage/tide_j.html)で公開されている海上保安庁，気象庁，
国土地理院，国土交通省による観測値との比較を示す．比較に用いた観測地点
は Figure 4.3 中に白丸で示した日本沿岸の地点である．Figure 4.2 中に示した
相関係数(R)は次式で表される． 
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      R = 𝛿!"𝛿!𝛿!         = 1𝑛 𝑥! − 𝑥 𝑦! − 𝑦!!!!1𝑛 𝑥! − 𝑥 !!!!! 1𝑛 𝑦! − 𝑦 !!!!!  
(4.1) 
 
ここで𝑥i はモデル値，𝑦i は観測値，𝛿!: x の標準偏差，𝛿!: y の標準偏差，𝛿!": x
と y の共分散，𝑥: x の平均値，𝑦: y の平均値，n: データの総数である．予報遅
角については ROMS-L1, ROMS-L2 ともに観測値との良好な一致を示し, 相関
係数は ROMS-L1 では R=0.994, ROMS-L2 では R=1 である．一方，ROMS-L1
の予報振幅は全体的に過小評価気味であり，相関係数は R=0.884 である．水平
解像度 3km の ROMS-L1 では過小評価の傾向が強いが，水平解像度 1km の
ROMS-L2 ではその傾向は低減され，R=0.986 と高い相関を示している．過小
評価の原因は潮汐観測ゲージ付近の地形の解像度に起因するものであり，地形
の影響をより詳細に捉えることが可能な ROMS-L2 では再現性が向上したこと
が推察される．よって潮汐を外力として与える計算の場合，地形の影響を考慮
できる 1km 以下の水平解像度を要することが示唆される．以上より，ROMS-
L2 は福島県沖の領域内における潮位変動を良好に予報可能である. 
	 また，比較的に観測値との良好な一致が見られた ROMS-L1 によって予報さ
れた O1 の振幅の空間分布(Figure 4.3)を見ると，振幅は明確な地域性を有して
いることがわかる．振幅は台湾西側で最大値を取り，黄海朝鮮半島沖，瀬戸内
海で高い値を示している．一方日本海全体では振幅は弱く，潮汐による海洋流
動構造に与える影響が相対的に小さいことが定性的に示唆される． 
	  
 
4.4 サブメソスケール現象，潮汐による影響 
 
 
	 ダウンスケーリングによる水平解像度の向上に伴い，より小さなスケールの
フロントや渦が再現され，渦構造が変化していることが予想できる．また，近
年の研究結果から潮汐による影響が沿岸付近の運動エネルギー，渦運動エネル
ギーを増減させ，周辺の流動構造を変化させることが示されている (例えば，
増永ら, 2017; Masunaga et al., 2018)．水平解像度，潮汐が流動構造，渦構造，
放射性物質の濃度分布へ与える影響を評価するために，各モデルによる渦度，
変動成分の比較を行う．Figure 4.4 に 2016 年 1 月 31 日 23 時(UTC)における表
 93 
層無次元渦度ζ / f（ただし，ζ：相対渦度の鉛直成分， f：惑星渦度）の時間
平均値を示す．解像度の向上に伴い，微細で強い渦度が福島県沿岸に発達して
いる．一方，ROMS-L2 の潮汐による差異は明確には見られていない．渦度の
発達に密接に関連する表層 EKE の空間分布(Figure 4.5a-c)を評価する．EKE は
次式で求められる． 
𝐾! = !! (𝑢!! + 𝑣′!),                      (4.2) 
ここで，(u, v) :緯度及び経度方向の水平流速，上付きバーはアンサンブル平均
操作（時間平均操作），プライムを付した変数は 時間平均成分を除去した渦
成分を表す．ROMS による EKE は類似した傾向を示す一方，水平解像度向上
に伴い EKE が強化され MOVE-WNP による EKE は小さい．特に ROMS によ
る EKE は親潮流軸付近で発達が見られる．Figure 4.5 のベクトルは時間平均
流速を表しているが MOVE-WNP による親潮付近の流れは ROMS によるもの
と比べ，強い南向きの流れが福島県沿岸付近まで一様に広がっている．一方
ROMS による平均流速はより小さなスケールのフロントや渦が再現されるこ
とによって, 特に沿岸付近でより複雑な流動構造を示している．このような高
解像度化に伴う変動性の上昇によって渦度及び EKE が強化されたと推察され
る．一方, ROMS-L2(潮汐考慮)と ROMS-L2(潮汐非考慮)による表層 EKE の差
分(Figure 4.5d)を見ると, 潮汐を考慮した場合，全体的に EKE の差分が負の値
を示し，特に親潮付近，放出口近傍で EKE が抑制されている．これら結果は，
表層の移流による水平混合が空間解像度の向上に従って強化される一方，潮汐
によって抑制される可能性を示唆している．次に，水深平均された鉛直流速
(w)の分散(𝑤′!)を見ると(Figure 4.6 a-c), 水深が 1000m を超える海域で最大値を
とる傾向がモデル間で定性的に一致する一方，高解像度化に伴い，鉛直流速の
分散が増大し変動性が強化されている．ROMS-L1(水平解像度 3km),  MOVE-
WNP(水平解像度 1/10°)では水深 1000m 以浅の海域での鉛直流速の分散を過小
評価しており，低解像度モデルであるほどその傾向は強い．一方, ROMS-
L2(潮汐考慮)と ROMS-L2(潮汐非考慮)による鉛直流速の分散の差分(Figure 
4.6d)を見ると, 潮汐を考慮した場合，沖合の高水深海域をピークに差分が全体
的に正の値を示し，潮汐によって鉛直流速の変動性が増大している．これら結
果は，空間解像度の向上と潮汐による効果が沿岸域での移流による鉛直混合を
強化する可能性を示唆している．Figure 4.7 に SEA-GEARN による放出開始
10 日後の表層 137Cs の濃度分布を示す．計算開始 10 日後の濃度分布は放出口
近傍で高濃度領域が形成される傾向はどのモデルでも見られる一方で細部は異
なっている．MOVE-WNP を入力海況場として用いた場合，放出口近傍の流速
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が弱いため，拡散によって当方的に広がり，放出口沖合 141.30°E 付近で一様
に分布する南向きの流れによって南に輸送されている．一方 ROMS-L1 を入力
海況場として用いた場合，沿岸付近の複雑な流動構造に捕捉された高濃度分布
が放出口に留まり，一部が仙台湾に輸送されている．ROMS-L2(潮汐非考慮) 
を入力海況場として用いた場合では ROMS-L1, MOVE-WNP の場合よりも沖合
への輸送が抑制され，ROMS-L2(潮汐考慮)では沖合への輸送抑制に加え，福島
県沿岸に張り付いた高濃度分布形状を示している．水深積分した 137Cs の濃度
分散(Figure 4.8)を見ると MOVE による分散は弱く，放出口を中心に当方的に
分布している．ROMS-L1 と ROMS-L2(潮汐非考慮)では類似した傾向を示して
いるが水平解像度向上に伴い高濃度分散の広がりが抑制され，放出口近傍に留
まっている傾向が見られる．ROMS-L2(潮汐考慮)と ROMS-L2(潮汐非考慮)を
比較すると 10 日目の濃度分布同様，ROMS-L2(潮汐考慮)では高濃度分散が福
島県沿岸に張り付いた形状を示している．これらの結果と EKE 鉛直流速の分
散の結果から，2016 年 1 月(寒冷期)の福島県沿岸海域では高解像度化によって
渦による三次元的な混合が強化される一方，潮汐によって水平混合は抑制，鉛
直混合は強化されていた可能性が示唆された．水平解像度による濃度分布の差
異の原因は，高解像度モデルでは水平混合が強化される一方で鉛直混合も強化
された結果，濃度が鉛直方向に分布する傾向が増加し，沖方向への輸送が低減
されていたことによるものであると推察される．潮汐による濃度分布の差異の
原因は，潮汐によって水平混合の抑制，鉛直混合の強化が相乗的に濃度の沖方
向への輸送を低減した結果であると推察される． 
	 Figure 4.9 に各モデルの 141.56°E-142.5°E, 36°N-39°N (Figure 4.4-4.8 の描画
領域) で領域平均した表層 EKE, 水深平均鉛直流速の分散，水深積分 137Cs 濃
度の分散を示す．各値は ROMS-L2(潮汐非考慮)の値で無次元化している．領
域平均表層 EKE は ROMS-L2(潮汐非考慮)に対し，MOVE-WNP は約 8.4%, 
ROMS-L1 では約 90.0%と水平解像度の向上に従い強化されていることがわか
る．一方，ROMS-L2(潮汐非考慮)に対し，ROMS-L2(潮汐考慮)の領域平均
EKE は 94.2%程度になった．また，鉛直流速の分散については，ROMS-L2(潮
汐非考慮)に対し，MOVE-WNP は約 0.003%, ROMS-L1:22.4%と水平解像度の
向上に従い大幅に強化されていることがわかる. 一方，ROMS-L2(潮汐非考慮)
に対し，ROMS-L2(潮汐考慮)の鉛直流速の分散は 112.6%程度になった．さら
に、濃度の分散については，ROMS-L2(潮汐非考慮)に対し，MOVE-WNP は約
7.4%, ROMS-L1:57.8%と水平解像度の向上に従い大幅に強化されていることが
わかる．さらに，ROMS-L2(潮汐非考慮)に対し，ROMS-L2(潮汐考慮)の濃度の
分散は約 103.6%になった．以上の結果から，水平解像度の向上に従って渦に
よる三次元的な混合が強化された結果，濃度の変動性も強化されることが示唆
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される．一方，潮汐を考慮すると水平混合は抑制，鉛直混合は強化され，結果
として濃度の変動性はわずかに強化されることが示唆される．また ROMS-
L2(潮汐非考慮)と MOVE-WNP による領域平均濃度分散(Figure 4.9)の比をサブ
メソスケール現象による混合効果，ROMS-L2(潮汐非考慮)と ROMS-L2(潮汐考
慮)の比を潮汐による混合効果とすると，サブメソスケール現象を考慮するこ
とにより，濃度の三次元的な混合強度は 10 倍程度強化され，潮汐の効果を考
慮することにより，濃度の三次元的な混合の強度は１割弱程度強化されており，
2016 年 1 月(寒冷期)の福島県沿岸海域では三次元的な混合に対してサブメソス
ケール現象の効果は潮汐の効果を大幅に上回っていることが示唆された． 
 
 
4.5 結論 
 
 
	 STEAMER に ROMS によるダウンスケーリングシステムを導入し，海況場
及び原子力施設から放出された放射性物質の濃度分布の 10 日間の予報値が計
算可能となるシステムを構築した．ROMS によって予報された潮汐の遅角は
観測値との良好な再現性を示した．一方，振幅は全体的に観測値に対して過小
評価傾向であったが，福島県沖を対象にした高解像度の ROMS-L2 では過小評
価が低減され，良好な一致が見られた． 
	 モデル間の比較から 2016 年 1 月(寒冷期)の福島県沖のサブメソスケール現
象及び潮汐が流動構造，濃度分布に与える影響を評価した．その結果，解析領
域での寒冷期の濃度分散，三次元的な物質混合にはサブメソスケール現象によ
る寄与が大きいことが示唆された．潮汐は水平の混合を抑制する一方で鉛直混
合を強化し，結果として潮汐非考慮では見られなかった放出口近傍沿岸に張り
付いた濃度分布を形成していた．潮汐による寄与はサブメソスケール現象に比
べて小さいが，濃度希釈過程のごく初期段階の 10 日間の濃度分散に影響を及
ぼすことが示唆された． 
	 本章で開発したダウンスケーリングシステムの導入により，サブメソスケー
ル渦解像モデル ROMS-L2(潮汐考慮, 水平解像度 1km)を入力海況場に用いた場
合，最も計算資源を要するが，従来の MOVE-WNP を入力海況場に用いた
STEAMER では考慮できなかったサブメソスケール現象及び潮汐の影響を考慮
した海洋拡散予報計算が可能となることが示唆された． 
	 一方，サブメソスケール渦許容モデル ROMS-L1(水平解像度 3km)では海域
によっては潮汐を大幅に過小評価する可能性があるが，日本及び周辺諸国を内
包する広範囲な海域を対象にし，かつ低解像度モデル(MOVE-WNP)よりも現
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実に即した沿岸の濃度分布予報結果を ROMS-L2 よりも早期に提供できること
が示唆された．特に，原子力施設が多く立地する日本海沿岸では潮汐の影響が
少なく，海洋拡散予測への適用が期待できる． 
	 従来の MOVE-WNP を用いた STEAMER では，沿岸での移流による輸送，
サブメソスケール現象や潮汐を考慮できないが ROMS を導入するシステムに
比べ遥かに迅速性が高い．また，広範囲かつ長期にわたる海洋汚染分布の再現
と将来予測に役割があると考えられる．特に大気放出があった場合の沖合の広
範囲な海域で放射性物質の海洋表面沈着を考慮する必要がある海洋拡散予測へ
の適用が期待される． 
	 本章の結果は，放射性核種を対象とした沿岸域の海洋拡散予測システムを構
築する上で，ダウンスケーリングによる高解像度化が有効な手段であることを
示している．今後は本章で構築したシステムを用いた他海域，他季節での適応
性，運用に向けた大型計算機への導入を検討する． 
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第 4 章図表	
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Table 4.1. Numerical configurations of the two SEA-GEARN model experiments 
Input models ROMS-L2  ROMS-L1 MOVE-WNP 
Computational 
period 1/21/2016 01:00-2/1/2016 00:00, UTC 
Time step 120s  240 s 360 s 
Model domain 140.56°E–148.85°E,  35.50°N–39.45°N 
 118.25°E–149.72°E,  
17.50°N–47.47°N 
116.85°E–159.75°E,  
14.85°N–49.75°N 
Horizontal 
grid cells 830 × 396 
 1050 × 1000 430 × 350 
Horizontal 
resolution 0.01° 
 0.03° 0.1° 
Vertical level 
(z-coordinate) 54 levels 
 54 levels 54 levels 
Horizontal 
diffusivity 
coefficient 
5 m2 s−1 
 
15 m2 s−1 50 m2 s−1 
Vertical 
diffusivity 
coefficient 
KPP 
 
KPP 10−5 m2 s−1 
Duration of the 
oceanic release 1/21/2016 00:00-2/1/2016 00:00, UTC 
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Table 4.2. Typical computation times 
Operation Grid size CPU 
used 
CPU 
time 
ROMS-L1 30 days calculation  1152×1152×40 64 23.4h 
ROMS-L2 30 days calculation  960×960×40 64 51.2h 
SEA-GEARN 10 days prediction  
Input model: MOVE-WNP 
430×350×54 4 1.4h 
SEA-GEARN 10 days prediction 
Input model: ROMS-L1 
1050×1000×54 4 28.7h 
SEA-GEARN 10 days prediction  
Input model: ROMS-L2 
396×830×54 4 21.8h 
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Figure 4.1. The double-nested ROMS and SEA-GEARN model domains with 
bathymetry in color. Left panel: the parent ROMS-L1 (outer dotted box) and child 
ROMS-L2 (inner dotted box) models, embedded within the MOVE-WNP domain (red 
box). The outer yellow box identifies a region of the SEA-GEARN domain using 
ROMS-L1 as input flow field. The inner yellow box identifies a region of the SEA-
GEARN domain using ROMS-L2 as input flow field. Right panel: A zoomed-in region 
of ROMS-L2. 
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] 
 
Figure 4.2. Scatter diagram of four principal tidal constituents (M2, S2, K1 and O1) 
derived from a harmonic analysis of the hourly surface elevations from ROMS and 
observation at 24 tide gauge locations in Figure 4.3. Simulated values in upper panels 
are from ROMS-L1. Simulated values in lower panels are from ROMS-L2. (Left 
panes) Amplitudes and (Right panels) phase epochs. R in each plot indicates the 
correlation coefficient. The gray symbols in lower left panel indicate simulated 
amplitudes from ROMS-L1. 
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Figure 4.3. The iso-tidal amplitude of O1 from ROMS-L1. The white circles depict the 
locations of tide gauge stations used for the harmonic analysis in Figure 4.2.   
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Figure 4.4. Hourly averaged spatial distributions of surface vertical relative vorticity 
normalized by planetary vorticity (dimensionless) on January 31, 2016, at 23:00. 
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Figure 4.5. The surface eddy kinetic energy (EKE), Ke, from (a) the ROMS-L2 (w/o 
tide) on L1 (w/o tide), and (b) MOVE-WNP forecast. (d) Difference of surface EKE 
ROMS-L2 (w/ tide) between ROMS-L2 (w/o tide). The white vectors represent time 
averaged surface velocity.  
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Figure 4.6. Same as Figure 4.5, but depth-averaged vertical velocity variance 𝑤′!. 
Contours represent bathymetry at intervals of 200 m. 
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Figure 4.7. Same as Figure 4.4, but surface 137Cs concentrations. The black vectors 
represent hourly averaged surface velocity on January 31, 2016, at 23:00. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 109 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Figure 4.8. Same as Figure 4.4, but depth-integrated 137Cs concentration variance.  
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Figure 4.9. Area averaged surface EKE, depth-averaged vertical velocity variance and 
depth-integrated 137Cs concentration variance normalized by the values from ROMS-
L2 (w/o tide). 
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5.結論 
 
 
	 本論文では ROMS による高解像度ダウンスケーリングシステムを構築し，
琉球諸島周辺海域及び東北地方太平洋沿岸海域を対象にしたサブメソスケール
渦混合に伴う物質輸送を評価し，現業海洋環境アセスメントシステムへの適用
性を検討した．各章で得られた主要な結論を以下に要約する． 
	 第 2 章では，琉球諸島周辺海域を対象に 3 次元変分データ同化を組み込んだ
JCOPE2 を最外側境界条件にしたダウンスケーリング海洋モデルを構築し，現
地観測データや衛星データとの比較を通じてモデルによる黒潮の三次元流動構
造の良好な再現性を確認した．琉球諸島側である黒潮流軸東側表層では，出現
する負(高気圧性)の渦度が広範囲で発達しており，流軸西側で発達する正(低気
圧性)の渦度の領域と同程度以上になる負のバイアスがあることが示された．
また，本海域特有のサブメソスケール現象の発達とそれに伴う 3 次元的な物質
混合過程を評価するべく，eddy heat flux (EHF)解析を行った．その結果，本海
域では，傾圧不安定と地形性シアの相乗的な効果により，黒潮流軸に対して西
側では低気圧性のサブメソスケール渦が表層及び水深 500m 程度の亜表層ま
で発達すること，反対に東側の沖縄本島側では混合層周辺に高気圧性のサブメ
ソスケール渦が発生すること，これらのサブメソスケール渦によって黒潮横断
方向の渦熱輸送が 3 次元的に促進されていることを見出した．第 2 章ではト
レーサーとして熱を用いたが，栄養塩や浮遊幼生なども熱と同様の強い水平渦
分散作用によって，黒潮系暖水塊の波及効果を受けることが予見される．した
がって第 2 章の結果は，琉球諸島周辺海域の海洋環境に対して極めて重要な知
見を与えるものと考えられる. 
	 第 3 章では，気象庁による MOVE-WNP の再解析データを初期・境界条件と
して，ROMS を用いたダウンスケーリングシステムを構築し，得られた海況
データを SEA-GEARN-FDM の入力データとすることで，福島第一原発事故の
海洋拡散再解析を行った．構築したモデルによる結果は，現地観測データ及び
衛星観測データとの比較から黒潮の三次元的な流動構造及び 137Cs 濃度分布を
精緻に再現していたことが示された．また，サブメソスケールのダイナミクス
が渦変動場やそれに伴う 137Cs の濃度分布に重要であることを示した．福島第
一原発事故はサブメソスケール現象が比較的活発になる弱寒冷期に起きたため，
事故由来の 137Cs の鉛直混合にはサブメソスケール渦による寄与が卓越してい
た．さらに，これらのサブメソスケール渦はシア不安定と傾圧不安定との相乗
的な効果によって強化されていた可能性がスペクトル解析から示された． 
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	 第 4 章では，日本原子力研究開発機構の予測システム, STEAMER に対して
領域海洋モデル ROMS を用いた多段ネストダウンスケーリング高解像度沿岸
域モデルを導入することで，サブメソスケール力学や沿岸域特有の海洋構造を
考慮した放射性物質濃度分布の予報値を得られるよう STEAMER の高度化を
試みた．構築したシステムによって得られた各モデル出力結果の比較から, 寒
冷期の福島県沖の流動構造，濃度分布に与える影響はサブメソスケール現象に
よる効果が潮汐の効果を上まっていたことが示された．ダウンスケーリングシ
ステムの導入により，サブメソスケール渦解像モデルを入力海況場に用いた場
合，最も計算資源を要するが，従来の低解像度モデルを入力海況場に用いた
STEAMER では考慮できなかったサブメソスケール現象及び潮汐の影響を考慮
した海洋拡散予報計算が可能となることが示唆された．放射性核種を対象とし
た沿岸域の海洋拡散予測システムを構築する上で，ダウンスケーリングによる
高解像度化が有効な手段であることが示された． 
	 本研究で開発したサブメソスケール渦解像海洋モデリングシステムはいずれ
も精緻に海況場を再現しており，STEAMER などの海洋アセスメントシステム
構築においてダウンスケーリングによる高解像度化が重要な役割を果たすこと
が示された．STEAMER においては今後，ダウンスケーリングシステムの日本
周辺の他海域(日本海，瀬戸内海等)での，より具体的なシステム適用性の検討
が必要である．加えて，本研究では，サブメソスケール渦解像海洋モデルを用
いて，熱や放射性物質をトレーサーとしてサブメソスケール現象に伴う物質渦
混合効果を定量的に評価した．得られた結果は日本沿岸域の環境, 生態系への
影響に関して極めて重要な知見を与えるものである．また，本研究で得られた
サブメソスケール現象やそれに伴う物質渦混合効果については， 将来，立ち
上げが予定されている SWOT(Fu et al., 2008)や COMPIRA(Uematsu et al., 2013)
などの地球観測衛星システムから得られる高解像度海面高度データによる観測
面からの裏付けが期待され, 海洋モデルのさらなる高精度化に繋がることが期
待される． 
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付録 
 
 
Ap.1 ROMS の基礎方程式 
 
 
	 領域海洋モデル ROMS の基礎方程式は以下の通りである (Song and 
Haidvogel., 1994; Haidvogel et al., 2000)． 
・プリミティブ方程式(デカルト座標系における x,y 方向の運動方程式) 
 𝜕𝑢𝜕𝑡 + 𝒗 ∙ ∇𝑢 − 𝑓𝑣 = −𝜕𝜙𝜕𝑥 + 𝜕𝜕𝑧 𝐾! 𝜕𝑢𝜕𝑧 +𝔇!+𝔉!            (Ap. 1.1) 
 
及び， 
 𝜕𝑣𝜕𝑡 + 𝒗 ∙ ∇𝑣 + 𝑓𝑢 = −𝜕𝜙𝜕𝑦 + 𝜕𝜕𝑧 𝐾! 𝜕𝑣𝜕𝑧 +𝔇!+𝔉!                (Ap. 1.2) 
 
・	水温，塩分の移流拡散方程式 
 𝜕𝑇𝜕𝑡 + 𝒗 ∙ ∇𝑇 = 𝜕𝜕𝑧 𝐾! 𝜕𝑇𝜕𝑧 +𝔇!+𝔉!                                         (Ap. 1.3) 
 
及び， 
 𝜕𝑆𝜕𝑡 + 𝒗 ∙ ∇𝑆 = 𝜕𝜕𝑧 𝐾! 𝜕𝑆𝜕𝑧 +𝔇!+𝔉!                                          (Ap. 1.4) 
 
・状態方程式 
 ρ=ρ(S,T,P)                                        (Ap.1.5) 
 
・	静水圧近似の式 
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𝜕𝜙𝜕𝑧 = −𝜌𝑔𝜌!                                                                                          (Ap. 1.6) 
・	非圧縮性流体の連続の式 
 𝜕𝑢𝜕𝑥 + 𝜕𝑣𝜕𝑦 + 𝜕𝑤𝜕𝑧 = 0                                                                            (Ap. 1.7) 
 
ここに,  
v=(u, v, w)         : 流速の x, y, z 成分 
t                 : 時間 
T(x, y, z, t)         : 水温 
S(x, y, z, t)         : 塩分 
ρ(x, y, z, t)         : 密度 
ρ0                : 基準密度 (1027.5kg/m3) 𝜙 𝑥,𝑦, 𝑧, 𝑡 = 𝑃/𝜌! : 静水圧 
P                : 圧力 
f                 : コリオリパラメータ 
g                 : 重力加速度 
KM(x, y, z, t)        : 鉛直渦粘性係数 
KH(x, y, z, t)        : 鉛直拡散係数 𝔇!,  𝔇! ,  𝔇! ,  𝔇!    : 水平粘性項及び水平拡散項 𝔉!, 𝔉! , 𝔉! , 𝔉!    : 外力項 
である． 
 
KM 及び KH は K-Profile Parameterization (KPP) モデル (Large et al., 1994)によっ
て決定される．水平粘性項及び水平拡散項は調和演算子(2 階微分)によって例
えば次のように表現される． 
 𝔇! = 𝐴!∇!𝑢 ≡ 𝐴! 𝜕!𝑢𝜕𝑥! + 𝜕!𝑢𝜕𝑦!                                             (Ap. 1.8) 
 
 
ここに，AM は水平粘性係数である． 
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式 Ap.1.1-Ap.1.7 は海表面と海底面の境界条件に支配される． 
・	海表面 z=ζ において 
 𝐾! 𝜕𝑢𝜕𝑧 = 𝜏!! 𝑥,𝑦, 𝑡                                                                        (Ap. 1.9)	𝐾! 𝜕𝑣𝜕𝑧 = 𝜏!! 𝑥,𝑦, 𝑡                                                                         (Ap. 1.10)	𝐾! 𝜕𝑇𝜕𝑧 = 𝑄!𝜌!𝐶!                                                                                  (Ap. 1.11)	𝐾! 𝜕𝑆𝜕𝑧 = 𝑒 − 𝑝𝜌!                                                                                 (Ap. 1.12)	𝑤 = 𝜕𝜁𝜕𝑡                                                                                              (Ap. 1.13)	
	
・	海底面 z=-h において 
 𝐾! 𝜕𝑢𝜕𝑧 = 𝜏!! 𝑥,𝑦, 𝑡                                                                       (Ap. 1.14)	𝐾! 𝜕𝑣𝜕𝑧 = 𝜏!! 𝑥,𝑦, 𝑡                                                                       (Ap. 1.15)	𝐾! 𝜕𝑇𝜕𝑧 = 0                                                                                        (Ap. 1.16)	𝐾! 𝜕𝑆𝜕𝑧 = 0                                                                                        (Ap. 1.17)	𝑤 = −𝑢 𝜕ℎ𝜕𝑥 − 𝑣 𝜕ℎ𝜕𝑦                                                                         (Ap. 1.18)	
	
ここに，ζ は海面高度, h は水深，𝜏!! , 𝜏!!は海表面風応力，QT は熱フラックス，
Cp は比熱容量, e は蒸発量, p は降水量, 𝜏!! , 𝜏!!は海底面摩擦応力である． 
	 ROMS では鉛直座標に地形適合座標系を採用しており, 上記の方程式を地形
適合座標系に変換して解いている． 
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Ap.2 SEA-GEARN-FDM, SEA-GEARN の基礎方程式 
 
 
	 SEA-GEARN-FDM は海洋循環モデルにより予め計算された海況予報や再解
析による海況場を入力値として海水中の放射性物質移流拡散を計算する offline 
Eulerian passive tracer モデルである. SEA-GEARN-FDM には海水中に存在する
放射性核種が海底堆積物に蓄積される過程を考慮する機能が実装されているが
本論文では海水中の 137Cs は完全に溶存態として存在すると仮定している. 海
水中放射性核種の溶存態のみを考慮した SEA-GEARN-FDM の基礎方程式は以
下のとおりである(Kobayashi et al., 2007). 
 𝜕𝐶𝜕𝑡 + 𝒗 ∙ ∇𝐶 = 𝜕𝜕𝑥 𝐴! 𝜕𝐶𝜕𝑥 + 𝜕𝜕𝑦 𝐴! 𝜕𝐶𝜕𝑦 + 𝜕𝜕𝑧 𝐾! 𝜕𝐶𝜕𝑧 − 𝜆𝐶+ 𝑃!                                          (Ap.2.1) 
 
ここに,  
C(x, y, z, t)         : 溶存放射性核種濃度 
t                 : 時間 
v=(u, v, w)         : 流速の x, y, z 成分 
AH(x, y, z, t)        : 水平拡散係数 
KH(x, y, z, t)        : 鉛直拡散係数 
λ      	 	 	 	    : 崩壊定数 
Pd(x, y, z, t)  ：溶存放射性核種の外部からの供給量 
である.  
式 Ap.2.1 は海表面と海底面の境界条件に支配される． 
・	海表面において 
 𝑤𝐶 − 𝐾! 𝜕𝐶𝜕𝑧 = 0                                         (Ap.2.2) 
・	海底面において  𝜕𝐶𝜕𝑧 = 0                                         (Ap.2.3) 
 
 一方 SEA-GEARN では，数値解法として Euler 型の差分解法は用いずに, 上
記の移流拡散方程式の数値計算をランダムウォーク法で行う Lagrange 的手法
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を用いている．SEA-GEARN は offline の 3 次元 Lagrange 粒子追跡モデルをベ
ースとしており，各粒子の持つ放射能の各 grid への寄与を積分して放射性物
質の濃度を求め，放射性物質の濃度分散を評価するモデルである．ある時刻 t 
において (xt, yt, zt) の位置に存在した粒子のΔt 後の位置 (xt+Δt , yt+Δt , zt+Δt) は
次式で表される. 
 𝑥!!∆! = 𝑥! + 𝑢∆𝑡 + 𝛿𝑥 (Ap.2.4) 𝑦!!∆! = 𝑦! + 𝑣∆𝑡 + 𝛿𝑦 (Ap.2.5) 𝑧!!∆! = 𝑧! + 𝑤∆𝑡 + 𝛿𝑧 (Ap.2.6) 
 
ここで,  
δx, δy ：水平拡散項  
δz ：鉛直拡散項  
である. 拡散項は以下のように表される. 
 𝛿𝑥 = 𝛿𝑦 =  24𝐴!∆𝑡(0.5− 𝑅(0)) (Ap.2.7)  𝛿𝑧 = (𝜕𝐾!𝜕𝑧 )∆𝑡 + 24𝐾!∆𝑡(0.5− 𝑅(0)) (Ap.2.8) 
 
ここで R(0)は 0-1 の乱数である. 
 各セルの濃度は次式で表される. 
	
𝐶 = 𝜏𝑉 𝑏!!!!! 𝑞! (Ap.2.9) 
ここで,		
τ ：放射性崩壊による減衰補正 
V(x, y, z) ：各セルの体積 
bn ：粒子の持つ放射能の各セルへの分配割合 
qn ：粒子の持つ放射能 
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N ：各セルおよび隣接セルに含まれる粒子数 
である. bn は粒子がセルと同じ体積をもつと仮定し, セルに重なる部分の体積
をセルの体積で除して求めている. 
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